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序　　　　　文

マレーシア国では、第一次産業依存型から工業立国としての転換を進め、急速な経済発展を遂

げてきたが、一方、労働安全衛生対策については立ち遅れており、1980年代後半から労働災害・

職業病は増加傾向にあり、大きな問題となっている。

このため同国政府は、労働安全衛生の確立が不可欠であると認識し、国立労働安全衛生センター

（NIOSH）の研修機能・研究機能を向上させ、政府関連機関、民間企業、工場等での労働安全衛

生の改善を図ることを目的に、わが国に対し技術協力を要請してきた。

これを受けてJICAは、2000年11月より、｢労働安全衛生能力向上計画｣プロジェクトを実施して

きたが、同プロジェクトは、両国関係者の協力により、おおむね順調に進捗してきたといえる。

今般、同プロジェクトの終了時評価を行うことを目的として、2005年10月に調査団を派遣し、

マレーシア国政府および関係機関との間で、プロジェクトの成果・目標達成度の確認と今後の方

向性にかかる協議を行った。本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後の類似の

プロジェクトや、さらには国際協力活動の進展に広く活用されることを願うものである。

ここに、本調査にご協力をいただいた外務省、厚生労働省、在マレーシア日本国大使館など、

内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第であ

る。

平成17年12月

独立行政法人　国際協力機構

人間開発部

部長　末森　満
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１．案件の概要

国名：マレーシア 案件名：労働安全衛生能力向上計画

分野：社会保障 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：JICA人間開発部 協力金額（無償のみ）：

協力期間 （R/D）：2000.11.15～2005.11.14 先方関係機関：人的資源省労働安全衛生局

日本側協力機関：厚生労働省、

中央労働災害防止協会

他の関連協力：

１－１．協力の背景と概要
マレーシアの実質GDPは1988年以降1997年まで平均７％以上の高度成長を遂げてきたが、その一方で

重度の労働災害・職業性疾病は増加の傾向にある。
第７次マレーシア計画（1996年～2000年）では、労働安全衛生プログラム（特に運輸、製造、建設分

野）の拡充および国立労働安全衛生センター（NIOSH）の機能強化を定めている。また、第８次マレー
シア計画（2001年～2005年）においても、労働安全衛生法に基づき、引き続き同セクターの強化を計画
している。
こうした状況のもと、マレーシア政府は、労働安全衛生の確立が不可欠であると認識し、NIOSHの

研修機能・研究機能を向上させ、政府関連機関、民間企業、工場等での労働安全衛生の改善を図るため
に、日本側に技術協力を要請し、これを受けて日本政府は本プロジェクトの実施を決定した。

１－２　協力内容
（1）上位目標

マレーシアにおける労働災害および職業病の発生状況が減少する。
（2）プロジェクト目標

国立労働安全衛生センター（NIOSH）の機能（技術支援、人材開発、情報収集・提供）が向上する。
（3）成果
技術支援機能
1）作業環境の管理技術が習得される。
2）職業病および作業関連疾病の予防対策が整備される。
3）人間工学的見地から作業管理システムが改善される。
人材育成機能
4）労働安全衛生（OSH）訓練プログラムおよび調査開発活動が改善される。
情報提供機能
5）労働安全衛生意識の向上のための情報収集機能と提供機能が充実化される。
6）政策策定に必要な情報提供機能が強化される。

（4）投入（評価時点、2000年～2005年度）
日本側：
長期専門家派遣 ：延べ９名（チーフ・アドバイザー、健康管理・人間工学、産業衛生工学、

業務調整）
短期専門家派遣 ：延べ37名
研修員受入 ：30名（国別研修21名、集団研修コース参加９名）
機材供与 ：約1億6,000万円（2000年～2005年度予定）

現地業務費 ：約3,400万円（2000年～2005年度予定）
相手国側：
カウンターパート配置 ：60名（NIOSHスタッフ増加に伴い増加した）
土地・施設提供 ：NIOSH内にプロジェクト執務室設置
ローカルコスト負担 ：35万リンギット

評価調査結果要約表
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２．評価調査団の概要

調査者 団長・総括 ：橋爪 章　 JICA人間開発部技術審議役

労働安全行政 ：守山 栄一　 厚生労働省労働基準局安全衛生部国際室長

産業衛生 ：福澤 義行 中央労働災害防止協会技術支援部次長

健康管理／人間工学：伊規須 英輝　産業医科大学環境中毒学教室教授

計画評価 ：鈴木 あゆ美　JICA人間開発部第二グループ社会保障チーム

評価分析 ：斉藤 幸子　　オーバーシーズ・プロジェクト・マネージメント・

コンサルタンツ株式会社（OPMAC）

調査期間 2005年9月28日～2005年10月15日

３．評価結果の概要

３－１　成果達成状況の確認
概要は以下のとおり。
（1）作業環境管理技術の習得

作業環境における化学物質の特定、サンプリング、測定、評価の手法および技術の習得、労働者
の化学物質の暴露レベルの評価手法、局所排気システムをはじめとする、作業環境改善手法および
技術習得のための活動が実施され、日本人専門家によるカウンターパートに対する技術移転等を通
じて関連技術が習得された。また、関連機材に関する標準作業手順書とが整備された。

（2）職業病および作業関連疾患の予防対策の整備
職業病発生の実態および健康診断制度の運用状況の調査分析と、その結果抽出された危険要因に

対する適切な健康影響評価の技術的手法の習得、その診断に基づく処置方法の習得、また、個人保
護具（PPE）（粉塵、騒音等からの保護具等）の適切な使用技術の習得のための活動が実施され、日
本人専門家によるカウンターパートに対する技術移転等を通じて関連技術が習得された。また、関
連機材に関する標準作業手順書が整備された。

（3）人間工学的見地からの作業管理システムの改善
人間工学的見地から、作業場における問題の特定、分析、その結果抽出された危険要因に対する

適切な健康影響評価の技術的手法の習得、人間工学的な考察に基づく労働安全衛生のための方策の
検討等が実施された。日本人専門家による技術移転等を通じてこれら技術が習得された。また、関
連機材に関する標準作業手順書が整備された。

（4）労働安全衛生（OSH）訓練プログラムおよび調査開発活動の改善
既存のNIOSH研修プログラムのレビュー、問題点や訓練のニーズの把握を行い、現行カリキュラ

ムを改善し、新しいカリキュラムを作成することが当初計画されたが、研修プログラムの運営、教
材作成、カリキュラム見直し等は、NIOSH研修課が独自に行っており、日本人専門家が直接的にこ
の見直し作業に関与する必要性は低かった。他方、カウンターパートがプロジェクトを通じて習得
した技術が研修プログラムやカリキュラムの見直しにあたり有効に活用されていることが確認され
た。結果として、協力期間内にNIOSHの提供する研修コース数は大きく増加した。また、調査研究
活動が活性化された。

（5）労働安全衛生意識向上のための情報収集・提供機能の強化
セミナー・ワークショップを開催し多数の参加者を得たほか、NIOSHニューズレター等の出版物

を発行し、安全衛生意識を向上するための情報提供を行った。供与されたデジタル教材作成用機材
により、研修教材の作成能力とともに情報提供機能が格段に高まった。情報収集の面においても、
DOSH（労働安全衛生局）、SOCSO（社会保障機構）といった政府関連機関および民間企業との連携
が図られるようになった。

（6）政策策定に必要な情報提供機能の強化
上位機関であるDOSHの安全衛生ガイドライン作成作業部会のメンバーとしてNIOSHスタッフが

参加しているほか、日本人短期専門家の来訪時などをとらえて、DOSHに対して日本の労働安全衛
生行政について最新の情報を提供した。

３－２　評価結果の要約
（1）妥当性

プロジェクトは、マレーシアの開発政策や産業界のニーズ、および日本の対マレーシア開発支援
策にも合致しており、プロジェクトの妥当性が確認された。

－ii－



第一に、「第８次マレーシア計画（2001年～2005年）」の第17章「保健」において、「職場の安
全衛生の重要性」と、「労働安全衛生プログラムの導入は戦略の１つとして取り組む」ことが掲
げられおり、現在までその方針に変更はない。
第二に、NIOSHの技術指導、作業環境測定の件数や、健康診断受診者数が増加していること

からも、NIOSHのサービスは産業界のニーズに合致していることがわかる。
第三に、本プロジェクトは、JICAの対マレーシアの国別事業実施計画のうち、「人的資源開

発」分野の「安全・衛生に関わる人材の育成」に該当し、同国への協力方針と整合している。
第四に、マレーシアの労働安全衛生分野支援の端緒として、NIOSHの能力の強化（技術面、

人材育成面、情報収集・提供面）を行い、企業関係者を中心とする幅広い関係者の労働安全衛生
に関する意識の向上を図る、というアプローチを採用したことは妥当である。

（2）有効性
プロジェクト目標である、NIOSHの能力（技術支援能力、人材開発能力、情報収集・提供能

力）の向上は、達成された。カウンターパートは、日本人専門家を通じて技術を習得し、その結
果、自信をもって日々の業務に従事できるようになった。習得された技術は、確実に日々の業務
すなわち研修の実施、技術支援サービス、情報収集、普及サービス、研究開発、DOSH等への政
策提言等の活動に活かされている。
第一に、技術面に関しては、プロジェクトにより、NIOSHにおいて初めて４つのハンドブッ

クが作成され、2002年６月に職業保健センターが開設された（現在までに利用者数は3,000人）。
2003年にはマレーシアにおいて初の試みとして移動健診サービスも開始され（2005年８月までに
利用者数は928人）、プロジェクトの有効性の高さが確認できる。同様に技術支援数も増加してお
り、これに対して企業からの満足度も高い。
第二に、人材育成面に関しては、NIOSHは研修種類の多様化、コースの改善を行い、その結

果研修参加者数も増加した。また、各研修の講師の質についても参加者からおおむね満足との評
価を得ている。また、プロジェクトは、79冊の労働安全に関する専門書を提供した（現在の
NIOSH図書館の労働安全衛生分野に関する蔵書数は、マレーシア国内最大）ほか、NIOSHの研
究活動への協力を行った。その結果、スタッフの国家レベルの研究プロジェクトへの参加、
NIOSH－Journalの発刊（2004年より）が行われるようになった。
第三に、情報収集・提供面に関しては、プロジェクトにおける機材供与の有効性は非常に高い

と判断される。NIOSHの情報課は、13件の労働安全衛生に関するビデオを作成した。そして、ジ
ュークボックスにそれら教材を一括保存することにより、NIOSH各支所へコンピューターネット
ワークを通じてこれら教材を適宜提供することが可能になった。また、NIOSHはインターネット
を通じた労働安全衛生の広報についても積極的に実施している。NIOSHのウェブサイトは日々更
新されており、毎月約35,000件のアクセスがある。さらに、NIOSHは研修参加者からのフィード
バックに基づき、NIOSHのサービスに関する品質管理を始めている。これらのことから、プロジ
ェクトの有効性が確認された。

（3）効率性
プロジェクトがおおむね効率的に実施されていることも確認された。合計９名の長期専門家、

37名の短期専門家および、約１億6,000万円の供与機材は効率的に活用されていることが確認され
た。特に、短期専門家に関しては、技術移転のテーマの選択やその順序は非常に適切であったと
評価される。短期専門家は実施する講座ごとに明確な目的を有し、それらはカウンターパートの
ニーズに合致するものであった。また、日本側の供与機材についてもマレーシア側の高い評価を
得ており、効率的に活用されている。各機材の使用頻度は、産業界からの分析の需要によって異
なっているが、NIOSHが労働安全分野における国の中核機関であること、当分野における将来の
需要にも対応していくことが期待されていることから、比較的使用頻度の少ない機材の導入も必
要である。本プロジェクトの実施において、効率性に特段の問題はみられなかった。

（4）インパクト
プロジェクトの上位目標である、「マレーシアにおける労働災害、職業病の減少」への貢献度

は、プロジェクトのみだけでなく、労働安全衛生法の執行状況やマレーシアの経済状況、産業構
成、外国人労働者の存在、産業界の意識等の他の要因からも影響を受けるので、因果関係の立証
は容易ではないが、マレーシア側関係者のインタビューから本プロジェクト活動は確実に上位目
標の達成に向けてのプラスの影響を及ぼしていると判断される。その他のインパクトとして、プ
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ロジェクトの実施期間中に、DOSHの発行するガイドラインの数が増大しているが、プロジェク
トの実施が影響していることが推測される。

（5）自立発展性
プロジェクトの自立発展性が、政策面、組織面、財務面、技術面において認められた。
第一に、政策面に関しては、DOSHは労働安全衛生に関する新規法律やガイドラインを引き続

き策定しており、このことは、政府が職場における労働安全衛生に関して積極的に取り組んでい
ることのあらわれといえる。また、DOSHへのインタビューによれば、「DOSHは今後、関連する
法律・規則の執行、監督体制をさらに強化する」とのことであり、NIOSHの労働安全衛生の中心
的機関としての必要性は政策的にみても継続することが予想される。
第二に、組織面に関しては、NIOSHは４つの支所においてサービスの提供を拡大し、スタッ

フの数も増加させてきており、さらに、サバ州にも５つめのNIOSH支所を開設する予定である。
このように組織は拡大傾向にある。
第三に、財務面に関して、プロジェクト期間中、NIOSHはプロジェクトの運営経費を毎年順

調に負担してきた。その額は、毎年１万リンギット程度増額しており、プロジェクト運営に対す
るNIOSHのオーナーシップが認められる。今後の見通しについては、NIOSHは積極的に研修参
加者、サービス利用者の増加のための努力を行っており、NIOSHの経営陣も、プロジェクトの効
果を普及することについて合意している。
第四に、技術面に関しては、カウンターパートは、「プロジェクトを通じて、有用な技術・知

識を習得し、日々の業務により自信をもって、取り組むようになった」としている。また、
NIOSHスタッフの数人は独自に大学等との連携を積極的に進めている。これらのことから、研究
機関としての技術水準や評価は今後も維持されていくことが期待される。

３－３　効果発現に貢献した要因
（1）計画内容に関すること

プロジェクトにおいて、セミナー、ワークショップ等を実施したが、プロジェクトとは、直接
関係のない外部のセミナーに対しても協力を行った。例えば、SOEMと共同で医師・医療従事者
を対象としたセミナーを実施し（セミナー開催費用もプロジェクトが負担）、DOSHや日系企業の
会合に講師として参加するなどの協力を行った。このように、プロジェクト活動を当初計画の枠
内に限定せず多様な活動を行ったことは、プロジェクトの上位目標の発現に貢献したと思われる。
また、NIOSHへの技術移転のみならず、OSHに関する産業界の意識向上のために、JICA－

NIOSHニューズレターを発行したことは、産業界のNIOSHへのニーズを開拓させることにもつ
ながり、効果的なアプローチであった。

（2）実施プロセスに関すること
中間評価において提案された事項（NIOSHスタッフのプロジェクト活動への積極的な参加を

人事評価面でプラスの要素として考慮すること）が取り入れられるとともに、スタッフの退職を
防止するための‘Training Bond’の導入、スタッフ間の技術移転を促進するための‘Technical
Talks’の導入等が具体的に実行された。
さらに、本邦での技術移転のための研修等にNIOSHのカウンターパート以外（DOSH職員等）

も参加できるように、柔軟な対策が取られた。

３－４　問題点および問題を惹起した要因
（1）計画内容に関すること

プロジェクトの「妥当性」評価において確認したように、プロジェクトのターゲットグループ
（NIOSHスタッフ）の設定は妥当であった。しかし、NIOSHスタッフのレベルが、大学を卒業し
たばかりで、経験の少ないスタッフも多く、日本人専門家からの高度な技術を受けるためには、
時間を要する面もあったことは否めない。他方、NIOSHスタッフは一様に自らの能力が向上した
ことを実感し、より質の高いサービスを提供できることになったことに満足しており、プロジェ
クトの効果が認められる。

（2）実施プロセスに関すること
NIOSHが独立採算を求められる組織であることから、NIOSHスタッフは研修の実施、技術支

援サービスの提供等を通じて収益を確保することが要求され、それらに時間・労力が割かれ、日
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本人専門家からの技術移転に100％注力することが困難であった。

３－５　結論
プロジェクトは、マレーシアの開発政策や産業界のニーズ、および日本の対マレーシア援助政策
にも合致しており、その妥当性が確認された。また、当初計画された活動はすべて実施され、所期
の成果が達成されたことが確認された。プロジェクト目標である、NIOSHの機能（技術支援、人材
育成、情報収集・提供）の向上は達成され、プロジェクトは有効であったと判断できる。
プロジェクトが効率的に実施されていることも確認された。合計９名の長期専門家、37名の短期
専門家および、約１億6,000万円の供与機材も効率的に活用されていることが確認された。
さらに、インパクトに関して、プロジェクトの上位目標である、「マレーシアにおける労働災害、
職業病の減少」への貢献度は、プロジェクトのみだけでなく、労働安全衛生法の執行管理状況やマ
レーシアの経済状況、産業構成、外国人労働者の存在、産業界の意識等の他の要因からも影響を受
けるので、因果関係の立証は容易ではないが、プロジェクトの活動が確実に上位目標の達成に向け
てプラスの影響を及ぼしていると判断された。プロジェクトの自立発展性についても、政策面、組
織面、財務面、技術面すべてにおいて認められた。

３－６　提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
（1）調査研究遂行能力の向上

労働安全衛生の向上には調査研究が重要な役割を果たす。NIOSHは労働安全衛生分野におけ
る主要な機関としての機能を着実に強化してきたが、調査研究においても学際的な活動を行って
おり、NIOSHはマレーシアにおいて総合的な調査研究を行うことができる数少ない機関である。
したがって、同国における労働安全衛生の向上においては、NIOSHの調査研究遂行能力のさらな
る向上が重要である。その際、調査研究の結果を適時にNIOSHの提供する研修カリキュラムに活
用することにより、研修参加者／企業数の増加や高い評価につながることが期待され、ひいては
NIOSHの財政基盤の強化に寄与することが期待される。
独立採算を求められる組織としては、必ずしも収益に直結しない調査研究に対する予算確保が

難しい、とのNIOSHからの発言もあったが、長期的な観点から調査研究への積極的な取り組みが
望まれる。

（2）情報収集能力の向上
NIOSHの情報提供機能は着実に強化された。プロジェクトで供与されたデジタル情報配信シ

ステムを最大限に活用し、デジタル情報・映像、労働安全衛生関連資料やウェブシステムを作成
した。
しかしながら、情報提供機能をさらに向上するためには、作業現場における労働安全衛生情報

や各種災害データ等の情報収集能力の向上が必須である。NIOSHが、DOSH、SOCSO、労働局
などの関連部局・機関と協力し、効率的・包括的な情報収集システムを立ち上げることが望まれ
る。同時に、NIOSH研修コース参加者との情報交換の機会を最大限に活用し、作業現場の情報・
データを収集するなど、積極的に現場の状況を把握することも望まれる。これらにより、政策策
定に必要なNIOSHの情報提供機能もさらに充実されることが期待される。

（3）機材等に関する標準作業手順書の完備
NIOSHは現在整備中の各種標準作業手順書（SOP）のうち、特に機材に関するものを速やか

に完備することが望まれる。その際、特に使用方法を習得している人材が少ない機材に対するも
のを優先的に整備するべきである。標準作業手順書を準備することにより、スタッフの離職に伴
う技術ノウハウ損失のリスクに備えることができる。さらに、生体試料の分析準備にかかる技術
は複雑であるため、当該技術は広くNIOSHスタッフ間で共有されることが望ましい。

（4）NIOSH研修コース参加者へのフォローアップ
NIOSHはウェブサイト上に OSH Forum（労働安全衛生フォーラム）を運営し、企業間のネッ

トワークを促進している。NIOSHはOSH Forumを活用し、日々実際の作業現場で生じる諸問題
を把握している研修コース参加者と積極的に意見交換を行い、彼らに対するフォローアップを行
うと同時に、現場の情報収集を行うことが望ましい。
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３－７　教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運
営管理に参考となる事柄）

（1）日本人専門家の有効活用
日本人専門家はセミナー、ワークショップ、会議等の開催および日常的な技術移転を通じて

NIOSHの機能向上に大きく貢献した。本プロジェクトでは、直接的なカウンターパートである
NIOSH以外にも、プロジェクトとは直接関係のない産業保健衛生部会（SOEM）といったNGO
の開催するセミナーに対しても講師派遣や資金面で協力を行った。その結果、セミナー参加者の
労働安全衛生に対する意識の向上が図られ、結果としてNIOSHの知名度・ニーズが上がるなど、
NIOSHの活動に対しプラスの効果を与えた。

（2）多数の出版物の発行
プロジェクトはJICA-NIOSHニューズレターやハンドブックなど、多数の出版物を発行した。

これらの出版物は広く企業に配布され、産業界における労働安全衛生に対する意識を高めた。結
果として、企業からのNIOSH活動への参加が増加するなど、プラスの効果が生じた。

（3）中間評価時の提言の実行
中間評価時の提言に対応して、NIOSHは各種の取り組みを行った。例えば、JICAプロジェク

トへの従事を職員の人事考課の対象に含めることにより、カウンターパートはプロジェクト関連
業務でのパフォーマンスを高めるインセンティブを得ることができ、より積極的にプロジェクト
関連業務に従事するようになった。また、本邦研修の成果の二次技術移転については、帰国後に
他職員に技術移転を図る講習会（Technical Talks）の開催を強化した。さらに、カウンターパー
ト職員の離職対策については、本邦研修参加後に一定期間離職しないことを約束させる研修ボン
ド制度（Training Bond）を導入した。これらの取り組みはプロジェクト目標の達成に大いに貢
献した。

（4）プロジェクトの柔軟性
プロジェクトの主要な焦点は産業衛生、産業保健および人間工学であったが、プロジェクトの

柔軟な運営により、その裨益対象は他課（産業安全課など）やDOSHの職員にも及んだ。直接の
担当機関・課以外の関係者もプロジェクト活動に取り込む柔軟な運営は、マレーシアにおける労
働安全衛生関係者全体の能力強化に貢献し、上位目標の達成にプラスの効果を及ぼした。

（5）労働安全衛生における宗教的特殊性
労働安全衛生の適切な取り組みには、現場の企業や労働者の労働慣習を含む各種データの把握

が必須であるが、労働慣習には文化や宗教的な慣習が影響することがある。マレーシアの労働人
口の多くはイスラム教徒であり、宗教的な背景からの特徴的な生活・労働慣習を有している。例
えば、トドゥン（イスラム教の女性が頭に巻くスカーフ）が機械に巻き込まれるという事故の発
生や、特定時間の礼拝やラマダン期間中の労働習慣など、イスラム教国にある程度共通の慣習と
思われるものがある。今後JICAが他のイスラム教国において類似プロジェクトを実施する際に
は、この観点からも本プロジェクトの経験を参考にすることが望ましい。
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第１章　終了時評価調査団の派遣の経緯

１－１　調査団派遣の背景と目的

マレーシアの実質GDPは、1988年以降1997年まで平均７％以上の高度成長を遂げてきたが、そ

の一方で重度の労働災害・職業性疾病は増加の傾向にある。第７次マレーシア計画（1996年～

2000年）では、労働安全衛生プログラム（特に運輸、製造、建設分野）の拡充および国立労働安

全衛生センター（NIOSH）の機能強化を定めている。また、第８次マレーシア計画 （2001年～

2005年）においても、労働安全衛生法に基づき、引き続き同セクターの強化を計画している。

こうした状況のもと、マレーシア政府は、労働安全衛生の確立が不可欠であると認識し、

NIOSHの研修機能・研究機能を向上させ、政府関連機関、民間企業、工場等での労働安全衛生の

改善を図るために、日本側に技術協力を要請してきた。

本調査団は、プロジェクト終了まで約１カ月となった段階で、これまでの活動実績の確認や目

標達成度の評価を行い、協力期間終了を念頭に置き、今後の対応方針について協議することを目

的として派遣された。

＜調査内容＞

１．これまでの活動実績、進捗を把握し、PDMに基づき評価５項目（妥当性、有効性、イ

ンパクト、効率性、自立発展性）の視点から評価を実施した。

２．プロジェクト実施上の問題点を整理し、必要に応じて活動の最終的な軌道修正を行う。

３．活動の促進要因・阻害要因を分析し、残る協力期間における今後の活動について、必要

に応じ適宜助言を行った。

４．カウンターパートと合同調整委員会を開催し、日マ双方で合意した評価結果を合同評価

報告書に取りまとめた。

１－２　調査団の構成
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分野 氏名 所属

総括 橋爪　章 JICA人間開発部技術審議役

労働安全衛生行政 守山　栄一 厚生労働省労働基準局安全衛生部国際室長

産業衛生 福澤　義行 中央労働災害防止協会技術支援部次長

健康管理／人間工学 伊規須　英輝 産業医科大学環境中毒学教室教授

評価企画 鈴木　あゆ美 JICA人間開発部 第二グループ 社会保障チーム

評価分析 齋藤　幸子 オーバーシーズ・プロジェクト・マネージメント・
コンサルタンツ株式会社（OPMAC）



１－３　調査日程

2005年10月９日から同年10月15日までの７日間（添付資料１を参照）

※評価分析団員（コンサルタント）は、９月28日出発で先行。日本人専門家打ち合わせ、カウ

ンターパートへの聴き取り調査、情報収集を経て、10月９日に調査団と合流。

１－４　主要面談者

（1）マレーシア側関係者

1）人的資源省（MOHR）労働安全衛生局

Ir. Abu Bakar Che' Man Director General

Ir. Zainuddin Abdullah Deputy Director General

2）国立労働安全衛生センター（NIOSH）

Dr. Johari Basri Executive Director

Hjh. Maimunah Khalid General Manager, Operation

Mr. Munusamy A/L Periasamy Senior Corporate Manager

Dr. Agus Salim Manager, Occupational Health Division

Mr. Fadzil Osman Manager, Industrial HygieneDivision

Mr. Baharin Abdul Rahman Manager, Ergonomics Division

Ms. Asiah Jaffar Manager, High Education & Training Development 

Division

Mr. Nor Wahid Kemon Manager, Occupational Safety Division

Mr.Ayop Salleh Head, IT Unit

Mr.Azmi Aman Shah Head, Account Unit

Ms.Azniyati Mohd. Mansor Head, Human Resource Unit

3）経済企画庁（EPU）

Ms. Patricia Chia Yoon Moi Senior Director, External Assistance Section

Mrs.Zanifa Md. Zain Director, Human Resources Section

（2）日本側関係者

1）在マレーシア日本大使館

佐々山　拓也 参事官

2）JICAマレーシア事務所

村田　晃 所長　

井倉　義伸 次長　

川田亜希子 担当所員　
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3）プロジェクト専門家

樋口　清高 チーフアドバイザー

百田　康紀 健康管理・人間工学

斉藤　信吾 産業衛生

増田　良一郎 業務調整

１－５　終了時評価の方法

１－５－1 評価用グリッドの作成

本プロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は、中間評価におい

て見直しが行われ、PDM2が作成された（2003年３月10日作成）。以後、当PDM2（英語版）

に基づいてプロジェクトが運営されてきたため、PDM2（英語版）に基づき終了時評価を行

うこととした。ちなみに、PDM2の日本語版については、中間評価報告書に添付されていた

ものが必ずしもPDM2英語版および、中間評価報告書の本文の記述に一致していなかったた

め、本評価の際に使用しなかった。

まず調査の第一段階として、評価方針の作成のために、評価調査計画表（以下、評価グリッ

ト）を作成した。具体的には、評価グリッドは、1）事業の終了時におけるプロジェクト目

標、成果等の達成度の確認、2）実施プロセスの確認、3）評価５項目（妥当性、有効性、効

率性、インパクト、自立発展性）による評価の実施の３つのパートから構成される。

この評価グリッドは、マレーシアにおいて、マレーシア側との合同評価を行うための、た

たき台としても使用された。

１－５－２　主な調査項目

主な調査項目は、以下のとおり。

1）PDMの指標に基づくプロジェクト目標の達成度

・投入実績

・活動の実施状況

・成果の達成状況

・プロジェクト目標や上位目標の達成度および因果関係

2）実施プロセスの確認

・プロジェクトの実施体制・モニタリング体制

・日本人専門家とカウンターパートの協力関係

・マレーシア政府のオーナシップ、等

－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－－3－



3）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

妥当性：　　プロジェクト目標が、政府の開発目標や受益者ニーズに合致しているか。

また、上位目標、プロジェクト目標、成果および投入の相互関連性に整合

性がとれているか。

有効性：　　プロジェクトの実施が、受益者や社会に、本当に便益をもたらしているか。

成果およびプロジェクト目標の評価時点での達成状況および将来達成する

見込みがあるか。

効率性：　　プロジェクトの投入と成果（アウトプット）の関係において資源が有効に

利用されているか。投入の時期、質および量が効率的に行われたか。

インパクト：プロジェクトの実施が、長期的に間接的効果、波及効果を生み出している

か。また、意図したもの、意図しなかったものがあるか。

自立発展性：援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するか。制度面、財政

面、技術面において、プロジェクト活動が継続されるか。

１－５－３　データ収集方法および評価結果の取りまとめ

上記調査項目に関する情報・データ収集は以下の方法により実施した。

－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－－4－

①文献調査

②インタビュー（以下
の質問票に基づく）

③質問票

プロジェクトに関連する政策、
プロジェクトの実績に関連する
資料のレビュー

プロジェクトの実績・進捗状況
および実施プロセスに関するヒ
アリング・確認

プロジェクトの実績、便益の発
現状況、インパクト、自立発展
性に関する事項の把握

・プロジェクトの討議議事録（R/D）
（2000年10月16日締結）
・プロジェクトの進捗報告書
・プロジェクト合同調整委員会報告
書
・プロジェクト各活動に関する報告
書・資料
・プロジェクトの投入に関する各種
資料
・終了時評価現地調査を前に提出さ
れた、プロジェクト側が作成した
「終了時評価のためのデータ集1

（以下Project Report）」
・日本人専門家チーム
・マレーシア側カウンターパート
（NIOSH職員、DOSH局長）
・NIOSHの研修参加企業
・日本人専門家チーム
・マレーシア側カウンターパート
（NIOSH職員、DOSH局長）
・NIOSHの研修参加企業

情報・データ収集方法 目的 主な情報源



－5－－5－

質問票については、27名から回答を入手した。うち24名に対して、質問票に基づきインタ

ビューを実施した。以上のデータ収集後、日本側が評価結果案のたたき台を作り、マレーシ

ア側と協議を行い、ミニッツ（添付資料３）および、合同評価レポート（添付資料４）に取

りまとめた。

１－５－４　調査・評価上の制約

JICAの終了時評価は通常プロジェクト終了６カ月を目処に実施されるが、本プロジェクト

に関しては、諸事情によりプロジェクト終了１カ月前に行われることとなった。また、10月

５日（水）より、マレーシアにおけるラマダン期間と重なったため、マレーシア側との面

談・調査は早朝から行うなどの工夫が必要であったが、調査への支障は特段なかった。

プロジェクトのインパクトとして、研修参加企業等への影響などがあげられるが、これは、

プロジェクトのモニタリング指標に含まれていなかったため、終了時評価において、NIOSH

の提供する研修コースに参加した企業に対して及ぼした具体的なインパクトを見るためのイ

ンタビュー調査を試みた。これらの企業は、部外者の査察を好まない傾向があり（企業秘密

等もあり）、また、今次終了時評価のような限られた時間の中で、実施することには制限が

あった。今次調査においては、サンプル的ではあるが、研修参加企業を３社訪問し、1時間

程度インタビューを行うにとどまった。
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1 “Data for the Final Evaluation of the Project for ‘ The Capacity Building of National Institute of Occupational Safety and
Health”(Prepared by the Project, on 15th Sep., 2005)



第２章　プロジェクトの実施体制と実績

２－１　プロジェクトの実施体制

2000年10月に本プロジェクトの実施協議調査団が派遣され、2000年11月15日から2005年11月14

日までの５年間において本プロジェクトを実施することが合意された。それ以降、プロジェクト

の実施体制として、以下の体制がとられてきた。

Project Directorは、DOSH局長が務め、プロジェクトの基本方針の策定（Administration）と

実行（Implementation） に対して責任を負う。Project Managerは、NIOSH所長が務め、プロジ

ェクトの運営（Managerial ）と技術面（Technical matters）での責任を負う。そして、日本側チ

ームリーダーはプロジェクトに対して、必要な提言助言を実施し、日本人専門家は、必要な技術

支援を行った。

２－２　プロジェクト実施プロセス

プロジェクトを有効に実施するために、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）

を少なくとも年に1回以上開催することが定められた。主催はDOSH局長であり、DOSH副局長、

NIOSH所長（すなわち、Project Manager）やNIOSH各課課長、日本人専門家全員、JICAマレー

シア事務所所長、その他必要に応じてJICA調査団の出席が定められた。実際には、JCCは年に1

回以上開催された。ただし、2002年6月から2004年5月の間は、プロジェクト開始時のNIOSH所長

（Dr. Johari） がDOSH局長へ、DOSH局長(Mr. Abu Bakar) がNIOSH局長へと交換人事が行われ

ており、その間は、JCCを開催する必要性が低下したため、開催頻度が低下した。
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DOSH

カウンターパート 
・産業衛生 
・産業保健 
・人間工学 
・　その他 
 

マレーシア側 

Project Director 
DOSH局長 

 

Project Manager 
NIOSH所長 

 

合同調整 
委員会 
 

運営 
委員会 
 

日本側 

JICA

専門家 
・産業保健/人間工学 
・産業衛生 
・業務調整 
 

プロジェクトの実施体制 

NIOSH 

所長 

専門家チーム 

チームリーダー 



また、プロジェクト月次計画の策定、進捗の確認、プロジェクト目標の達成、その他関連事項

についての意見交換のために、運営委員会（Steering Committee）を毎月１回実施することが定

められた。これは、NIOSH所長が主催し、NIOSH各課課長の出席するものと定められた。実際

に、定期的に運営委員会が開催された。関係者のインタビューによると、同委員会は有効に活用

された。

２－３　投入実績

（1）日本側投入

・長期専門家（９名）

出所：Project Report

・短期専門家

実績は以下のとおり。（詳細は、合同評価レポートAnnex 2-1（2）参照）

短期専門家派遣実績

出所：Project Reportに基づき作成

ほぼ２カ月に１人の割合で、短期専門家が派遣された。専門家の専門分野は多岐にわたり、

カウンターパートその他を対象に、専門分野における講義、実習を行い、また、実地訓練とし

て、企業に対する技術支援サービスをカウンターパートとともに行った。
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指導分野

チーフ・アドバイザー

健康管理・人間工学

産業衛生工学

業務調整

専門家名

松野　裕

樋口　清高

久永　直見

城戸　尚治

百田　康紀

棗田　衆一郎

斉藤　信吾

小田桐　久夫

増田　良一郎

派遣期間

2000/11/15-2003/03/31

2003/04/30-2005/11/14

2000/11/15-2002/11/14

2003/01/05-2005/01/04

2004/11/14-2005/11/14

2000/11/15-2003/03/31

2003/03/24-2005/11/14

2000/11/15-2003/04/30

2003/03/24-2005/11/14

延べ専門家数 延べ派遣日数 平均派遣日数

37名 807日 21.8日



・カウンターパート研修

実績は以下のとおり。（詳細は合同評価レポートAnnex 2-2参照）日本において、厚生労働

省、中央労働災害防止協会等の協力により、研修が実施された。

カウンターパート研修実績

出所：Project Reportに基づき作成

・ローカルコスト負担

プロジェクト終了時までに以下の現地活動費が支出された。（2005年については９月30日

時点のデータ）これらの活動経費は、現地セミナーの開催、ハンドブック等の作成費等に支

出された。

ローカルコスト負担実績
（単位：千円）

出所：Project Report

・機材供与

機材供与を、産業衛生課、産業保健課、人間工学課、情報課に対して、実施した。合計金額は、

１億６千万円である。供与機材のリストは合同評価レポートAnnex 2－3（1）～（4）を参照。

機材供与実績（金額）
（単位：千円）

出所：Project Report
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カウンターパートの数 延べ派遣日数 平均派遣日数

国別研修 21名 277日 50.5日

集団研修 9名 634日 70.4日
コース参加

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 合計
(予定)

現地 2,497 6,364 7,849 4,863 5,702 7,602 34,877
活動

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 合計
(予定)

本邦 0 22,877 0 20,790 0 0 43,667調達

現地 64,749 16,851 26,953 0 10,700 0 119,253調達

合計 64,749 39,728 26,953 20,790 10,700 0 162,920



なお、短期専門家の派遣に際して携行機材が持ち込まれたが、これは、上記金額には含ま

れていない。

（2）マレーシア側投入

・マレーシア側カウンターパート

当初R/Dにおいては、カウンターパートとして、DOSH局長、NIOSH所長、およびNIOSH全

課長および各課職員の２～４名の合計25名程度が選出された。しかし、長期専門家からの技術

支援の実施という観点では、NIOSHの技術３課（産業衛生課、産業保健課、人間工学課）を中

心に行われた。一方で、産業安全課に対しては、機材は特に供与せず（産業衛生課への供与機

材を共有してもらい）、研修等（短期専門家の講習、カウンターパート研修等）には参加して

もらった。情報課に対しては、機材供与による支援が中心で、研修等にも参加してもらった。

このように、技術３課への技術移転がプロジェクトの主要な活動となったが、カウンター

パートは、NIOSH職員としての通常業務（例えば、産業衛生課、産業保健課、人間工学課の場

合、企業へのコンサルティングサービスの実施、研修・講義の実施等）も行う必要があり、通常

業務の繁忙期は、プロジェクトの専門家による研修に参加できないなどの制約があった。この

ため、短期専門家の派遣時には、カウンターパートの中からふさわしい専門分野を有するスタッ

フ２名程度を割り当て、専門家からの技術移転を受けることに集中させる等の工夫が行われた。

また、プロジェクトの進捗とともに、NIOSHの職員数は増加しており、2000年の職員数91

名に対して、2005年は142名となっている。それに伴い、プロジェクトは、増員した職員も、

カウンターパートとみなし、技術移転を実施してきた。終了時評価時点でのカウンターパー

トについては、NIOSH職員のうち、技術移転の対象となる各課の職員数（秘書、事務員以

外）は、約60名に及んだ。

参考までに、終了時評価時点でのマレーシア側カウンターパートと、プロジェクト（日本

側投入）との関係を示すと以下のとおり。

参考：　終了時評価時点でのマレーシア側カウンターパート数と日本側投入との関係
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備考
マ国にお
ける技術
移転先

-

-

-
◎
◎

機材供与

-

-

-
◎
◎

本邦研修

◎

◎

◎
◎
◎

C/Pの人数
（専門家名）

Mr. Abu Bakar1）

Dr. Johari2）

Dr. Johari1）

Mr. Abu Bakar2）

2名
13名
10名

所属

DOSH 局長（Project Director）

NIOSH 所長（Project Manager）

NIOSH 運営陣
産業衛生課（Industrial Hygiene）
産業保健課（Occupational Health）



・施設設備

日本人専門家執務室は、NIOSH内２階に配置された。各課に隣接して設置されており、カ

ウンターパートとのコミュニケーションのしやすさの観点からも、特段問題はない。また、

NIOSH全体で、パソコン、LAN環境も整備されており、専門家およびカウンターパートの情

報通信面での執務環境も良好である。

・ローカルコスト負担

NIOSHを通じて、2001年から2005年の間に合計35万リンギットの支出が行われた（2005年

８月から12月の見込み額を含む）。これらは、プロジェクト運営にかかる経費（研究出張、

宿泊費、化学薬品等を含む消耗品購入費、通信費等）、および、供与機材の維持管理費用等

である。2001年はローカルコスト負担として、NIOSHは、５万リンギットを支出した。その

後は、毎年１万リンギットずつ、負担額を増額しており、順調に、ローカルコストを負担し

ている。

マレーシア側ローカルコスト負担費実績

（単位：リンギット）
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◎
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-
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◎
◎

◎
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6名
7名

14名

6名

60名

人間工学課（Ergonomics）
産業安全課（Occupational Safety）
情報課（Information Service,
Communication & Technology Unit）
研修課（High Education &
Training Development）
合計

2005 2006
2001 2002 2003 2004 1月-7月 8月-12月

（予算） （予算）

運営費 15,000 20,000 25,000 30,000 20,500 14,500 40,000

機材の維持・ 35,000 40,000 45,000 50,000 32,000 23,000 60,000管理費

合計 50,000 60,000 70,000 80,000 52,500 37,500 100,000

1) 2) 2002年6月から2004年5月まで、Dr. Johari がDOSH局長を務めた。その間、Mr. AbuBakarはNIOSH所長に就
任している。いわゆる交換人事が行われた。



２－４　活動実績

活動は、おおむね順調に実施された。活動実績表は、添付資料４の合同評価レポートAnnex 1-

3を参照のこと。概要は以下のとおり。

（1）産業衛生分野（PDMの活動1-1～1-4）

作業環境における化学物質の特定、サンプリング、測定、評価の手法および技術の習得、労

働者の化学物質暴露レベルの評価手法、局所排気システムをはじめとする作業環境改善のた

めの手法および技術の習得のための活動が実施された。具体的には、日本人専門家の派遣によ

る技術移転等を通じて、以下の分野における技術が習得された。ちなみに日本人専門家は、カ

ウンターパートとともに、合計86回作業環境測定のため、企業訪問を行った。（添付資料5-5）

中間評価前

・サンプリング/ Sampling

・ガスクロマトグラフィーによる分析 / Gas chromatography（Organic Solvents）

・HLPCによる分析/ High per formance Liquid Chromatography（Organic Solvents,

Biological Monitoring）

・Ｘ線回折計による分析/ X-ray diffract-meter（Silica in Dust, Asbestos）

・Mass analysis（Mineral Dust）

・作業環境測定（粉塵と石綿）/ Fiber-Counting Method with Phase Microscope（Asbestos Fiber）

・作業環境測定（局所排気装置）/ Working Environment improvement with Local Ventilation

System

中間評価後

・騒音コントロール/ Noise Control

・生物学的モニタリング：重金属/ Biological Monitoring（Heavy Metals）

・作業環境測定/ Working Environment Measurement and Evaluation（Heavy Metals）

・個人用保護具と産業保健 /Personnel Protective Equipment for Occupational Health

・イオンクロマトグラフィーによる分析/Analytical Method of Ion Chromatography

・第一次産業における化学物質の特定/Chemicals in Primary Industries

・ベンゼン・メタボライズ分析 / Benzen Metabolites Analysis

・Ｘ線回折計による量的分析/ Quantitative Analysis with X-ray Diffract-meter

（2）産業保健分野（PDMの活動2-1～2-4）

職業病発生の実態および健康診断制度の運用状況の調査分析、その結果抽出された危険要

因に対する適切な健康影響評価の技術的手法の習得、その診断に基づく処置方法の習得、ま

た、個人保護具（PPE）（粉塵、騒音等からの保護具等）の適切な使用技術の習得のための

活動が実施された。具体的には、日本人専門家による技術移転を通じて、以下の分野におけ
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る技術が習得された。

中間評価前

・有機溶剤による健康障害の評価 / Evaluation of Health Disorder Caused by Organic

Solvent（Measuring System for Nerve Conducting Velocity, Evoked Potential）

・鉱物性粉塵およびアスベストによる健康障害の評価 / Evaluation of Health Disorder

Caused by Mineral Dust and Asbestos（Taking of Chest X-ray Photo）

・貴金属粉塵およびアスベストによる健康障害の評価 / Evaluation of Health Disorder

Caused by Mineral Dust and Asbestos（Reading of Chest X-ray Photo）"（DOSH）

・神経行動テストによる健康障害の評価手法 / Evaluation Method of Health Disorder with

Neurobehavioral Test（Occupational Fatigue, Organic Solvent）

・職場におけるメンタルヘルスの評価と対策 / Evaluation and Countermeasures of Mental

Stress in the Workplace

中間評価後

・重金属による健康障害の診断および予防 / Diagnosis and Prevention of Health Disorder

due to Heavy Metals）

・職業的肺疾患 / Occupational Respiratory Diseases

・職業性難聴 / Occupational Hearing Loss

・職場における喫煙管理 / Smoking Control in Workplace

・総合的健康促進計画 / Total Health Promotion Plan

（3）人間工学分野（PDMの活動3-1～3-3）

人間工学的見地から、作業場における問題の特定、分析、その結果抽出された危険要因に

対する適切な健康影響評価の技術的手法の習得、人間工学的な考察に基づく労働安全衛生の

ための方策の検討等が実施された。具体的には、日本人専門家による技術移転等を通じて、

以下の分野における技術が習得された。

中間評価前

・筋骨格系疾患（腰痛と手根管症候群）/Masculo-Skeletal Disorder（Back Pain, Carpal

Tunnel Syndromes）

・VDTによる健康障害 / Health Disorder Caused by VDT

・熱所環境による健康障害 / Health Disorder Caused by Heat Stress

中間評価後

・職業性振動 / Occupational Vibration

・腰痛防止策（および総合健康促進計画）/ A comprehensive Measures to Prevent

Lumbago（and Introduction of Total Health Promotion Plan）
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・職業性筋骨格系疾患 / Work Related Masculo-Skeletal Disorder

・職場環境の人間工学的観点からの改善 / Ergonomic Improvements in Working Conditions

・人間工学的問題による健康障害 / Health Disorder Caused by Ergonomic Problem

（4）研修分野（PDMの活動4-1～4-7）

＜研修プログラムの改善＞

現行のNIOSHの研修プログラムのレビュー、問題点や訓練のニーズの把握を行い、現行

カリキュラムを改善し、新しいカリキュラムを作成することがPDM上で計画された。実

績としては、研修プログラムの運営、教材の作成、カリキュラムの見直し等は、NIOSHの

研修課が独自に行っており、日本人専門家は直接的にこの見直し作業に関与する必要性が

低かった。しかし、C/Pへのインタビュー結果からは、C/Pがプロジェクトを通じて習得

した技術が研修プログラムやカリキュラムの見直しにあたり活用されていることが確認さ

れた。プロジェクトは、間接的に支援を行ったこととなる。

なお、これら研修プログラムや教材の質的改善については、2005年より各課の独立採算

性が強まり、各技術課が行うようになった。

＜産業医等への研修、PPEの適正使用に関する研修の強化＞

企業の産業保健関係者（産業医、看護師等）への「労働安全衛生研修」の実施、「PPE

の適正使用に関する訓練」の実施が計画され、これらは予定どおり、実施された。特に、

産業保健関係者への労働安全衛生研修の実施は、労働安全衛生をマレーシア全体に広げる

ためには有効かつ効率的な活動であるため、NIOSHも重要視しており、今後この分野の研

修の実施に積極的に取り組んでいく方針である。

＜研究開発活動等の実施＞

プロジェクトにおいて、研究開発活動を実施することが計画された。実績として、プロ

ジェクトは79冊の労働安全衛生に関する専門書を図書館に寄贈し、日本人専門家は、

NIOSHの研究活動に積極的に関与した。これらのインパクトとして、NIOSH職員のうち

数人は、マレーシアにおける全国レベルでの研究プロジェクトに参加した。さらに、

NIOSHは、2004年にはNIOSHジャーナルの発行を開始した。

また、プロジェクトにおいてマレーシアにおける職業病発生状況に関する予備的調査を実

施することが計画された。実績として、マレーシアの医師会（Malaysia Medical Association）

との協力により、職業病に関するセミナーを実施するなど、計画は順調に実行された。

（5）情報提供分野（PDMの活動5-1～５-3）

プロジェクトにおいて、労働安全衛生に関する情報提供を行い、NIOSHニューズレターを

発行し、セミナー・ワークショップを実施することが計画された。実際には、４冊のハンド

ブックを作成し（プロジェクト目標の指標１参照）、いずれもNIOSHの実施するセミナーや
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企業訪問に際し、適宜配布されている。

また、プロジェクトニューズレター（NIOSH-JICA Project Newsletter）も発行されること

が計画された。実際には、おおむね３カ月に1回の頻度で合計17号発行された。（17号はプロ

ジェクト終了までに発行予定。）これらは、NIOSHセミナー参加者、およびNIOSHニューズ

レターとともにNIOSH登録企業2等へ配布された。

（6）日本の労働安全衛生行政の経験の習得（PDMの活動6 -1～6 -3）

カウンターパート研修を通じて、日本の中小企業における労働安全衛生における取り組み

を学ぶことが計画された。カウンターパートは本邦研修においてこれらを学ぶことができた。

同時に、日本の経験に基づいて、DOSH等に対して長期的政策に関する助言を提供するこ

とが計画された。日本人専門家は、実績としてDOSHを中心に政策助言を行った。

２－５　成果達成状況

２－５－１　NIOSHの技術支援機能の強化

＜アウトプット１：作業環境管理技術が習得される。＞

NIOSH産業保健課による評価レポート、日本人専門家へのインタビュー結果によると、「職業

病および作業関連疾患の予防対策技術の習得」は、達成されている。具体的には、産業保健課に

おいて実施された以下のコースにおいて、参加C/Pは自らの習熟度について以下のように評価

している。参加39名中23名、すなわち参加者の59％は、習熟度について60％以上と考えている。

また、インタビュー結果からも、カウンターパートは技術を習得するとともに、自らの

業務遂行における自信を獲得し業務に励むようになったことがわかった。しかし、いくつ

かの技術に関しては、個々の供与機材を最大限活用して実験等を行っているかどうかとい

う面において、向上の余地があるものもある。

なお、人事面では、産業衛生課で３名のカウンターパート（本邦研修にも参加）がプロ

ジェクト実施期間中に退職している。終了時評価時点においても、化学物質分析やバイオ

ロジカルモニタリングに長けた職員が退職した直後であり、残されたスタッフは技術のフ

ォローに苦労している様子であった。しかし、今後、人員補充予定であり、スタッフも勉

強熱心であり、出来る限りの対応を取っているとのことであった。

局所排気システム等に長けたカウンターパート1名は、NIOSHの支社（Terengganu

Branch）に異動している。プロジェクトが支援した技術がNIOSH本部から確実に支社3に

－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－－14－

2 年会費を支払い会員になると、図書館の利用、NIOSH OSHジャーナルの配布、研修コースの割引、NIOSH利用等
の便益を得られる。

3 現在NIOSHの支社は、Johor Bahru, Terengganu, Penang, Sarawakの４つある。さらに、Sabah支社の設置を予定して
いる。
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出所：NIOSH産業衛生課による評価レポート

伝播している。

産業衛生課に対しては、機材は34機供与された。合同評価レポートのAnnex2-3 (1) にあ

るように、いずれも、十分維持管理されている。ただし、各機材の使用頻度は、産業界か

らの需要によって異なる。使用頻度の高かった機材、低かった機材を参考までに挙げる。

総じて、NIOSHが労働安全分野におけるマレーシアにおける代表的機関であるのに十分な

機材が供与されたと判断できる。

使用頻度の高いもの（毎日） 使用頻度の低いもの

①　Gas Chromatograph System (Direct FID ①　Fluorescence Detector for HPLC、
& ECD) 

②　Gas Chromatograph System (Direct FID ②　Auto Sampler for CG-MSD, 
& NPD) 

③　Hydrogen Generator ③　Cation Column for Ion Chromatograph,
④　Water Purifier System ④　Electron Chemical Detector for HPLC, 
⑤　Ultra Low Temperature Freezer 
⑥　Ultrasonic Cleaner 
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習熟度

6
3

-

1
6

2

1

2
3

3

1

1
2
2
1
34

-
2

4

1
-

1

5

2
1

-

3

4
2
2
2
29

-
-

-

-
-

-

-

5
2

-

2

-
-
-
2
11

参加C/P
の数

6
5

4

2
6

3

6

9
6

3

6

5
4
4
5
74

コースの分野

Sampling
Gas Chromatography（Organic Solvents）
High Performance Liquid Chromatography
（Organic Solvents, Biological Monitoring）
X-ray Diffract-meter（Silica in Dust, Asbestos）
Mass analysis（Mineral Dust）
Fiber-Counting Method with Phase Microscope
（Asbestos Fiber）
Working Environment improvement with Local
Ventilation System
Noise Control
Biological Monitoring（Heavy Metals）
Working Environment Measurement and Evaluation
（Heavy Metals）
Personal Protective Equipment for Occupational
Health 
Analytical Method of Ion Chromatography 
Chemicals in Primary Industries 
Benzen Metabolies Analysis
Qualitative Analysis with X-ray Diffract meter 
合計

高
（80％以上）

中
（60％～
80％）

低
（50％～
60％以下）



標準作業手順書（SOP）は、以下の９つ、整備着手された。

①Use and Calibration Check of Analytical Balance, ②Use and Control of Chemical

Reference Standard, ③Use and Calibration of Test Equipment in the Laboratory, ④Use and

Calibration of Volumetric Glassware and Piston Operated Pipettes,  ⑤Preparation of

Reagents and Reagents Solutions, ⑥Receiving and handling of Samples, ⑦Analyzing Sample

using Furnance Techniques for SIMAA 6100, ⑧Analyzing Sample Using Graphite Furnance

and Flame Technique, ⑨Maintenance Checklist for AAS SIMAA 6100

しかし、SOPの存在の認知度が低い、または今後の充足の必要性が高いものもある。

＜アウトプット２：職業病および作業関連疾患の予防対策技術が習得される。＞

NIOSH産業保健課による評価レポート、日本人専門家へのインタビュー結果によると、

「職業病および作業関連疾患の予防対策技術の習得」は、達成されている。具体的には、

産業保健課において実施された以下のコースにおいて、参加カウンターパートは自らの習

熟度について以下のように評価している。参加39名中23名、すなわち参加者の59％は、習

熟度について60％以上と考えている。

出所：NIOSH産業保健課による評価レポート
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習熟度

1

1

1

2

1

1

1
2
1
1
12

3

-

1

3

4

-

-
-
-
-
11

-

-

-

-

-

4

4
2
4
2
16

参加C/P
の数

4

1

2

5

5

5

5
4
5
3
39

コースの分野

Evaluation of Health Disorder Caused by Organic
Solvent (Measuring System for Nerve Conducting
Velocity, Evoked Potential, ---) 
Evaluation of Health Disorder Caused by Mineral
Dust and Asbestos (Taking of Chest X-ray Photo) 
Evaluation of Health Disorder Caused by Mineral
Dust and Asbestos (Reading of Chest X-ray Photo) 
Evaluation of Method of Health Disorder with
Neurobehavioral Test (Occupational Fatigue, Organic
Solvent) 
Evaluation and Countermeasures of Mental Stress in
the Workplace 
Diagnosis and Prevention of Health Disorder due to
Heavy Metals 
Occupational Respiratory Diseases 
Occupational Hearing Loss 
Smoking Control in Workplace 
Total Health Promotion Plan 
合計

高
（80％以上）

中
（60％～
80％）

低
（50％～
60％以下）



また、インタビュー結果からも、カウンターパートは、技術を習得するとともに、自ら

の業務遂行に対する自信を獲得し業務に励むようになったことがわかった。

産業保健課ではプロジェクトの開始当初、医師の不足がみられ、2002年１月に課長が就

任して以降、課長（医師）および別の医師１名の、合計医師２名体制で業務が実施されて

きた。プロジェクト期間中に、医師１名（本邦研修参加、分野：メンタルヘルス）は１年

程度の勤務の後、退職している。その後すぐに別の医師が着任した。また、プロジェクト

実施期間中に、看護師１名（本邦研修参加、分野：産業保健）も退職している。しかし、

終了時評価時点では、数カ月前に医師１名が増員されたところであり、３名体制が採られ

ていた。このことは産業保健課の活動が安定・拡大していることを示している。

産業保健課に対しては、機材は16機提供された。合同評価レポートのAnnex2-3 (2) にあ

るように、いずれも十分維持管理されている。ただし、各機材の使用頻度は、産業界から

の需要によって異なる。使用頻度の高かった機材・低かった機材を参考までに挙げる。総

じて、NIOSHが労働安全分野におけるマレーシアにおける代表的機関であるのに十分な機

材が供与されたと判断できる。

使用頻度の高いもの（毎日） 使用頻度の低いもの

①　Vehicle, Audiometer, Scilent booth ①　Electromyography and evoked potential 
(For mobile audiometric service)  

②　Portable laptop computer ②　Reaction time tester 
(For mobile occupational health activities) 

③　Laser Jet Printer  

機材のほとんどはマニュアルを兼備している。標準作業手順書（SOP）は、①

Equipment to examine equilibrium function, ②Electromyography and evoled potential, ③X-

ray Photograph , ④Electrocardiogram,  ⑤Medical Ultrasound Scanner について整備され

た。しかし、SOPの存在の認知度が低い、または今後の充足の必要性が高いものもある。

＜アウトプット３：人間工学的見地から作業管理システム技術が習得される。＞

NIOSH人間工学課による評価レポート、日本人専門家へのインタビュー結果によると、

「人間工学的見地からの作業管理システム技術の習得」は、達成されている。具体的には、

人間工学課において実施された以下のコースにおいて、参加カウンターパートは自らの習

熟度について以下のように評価している。参加者40名中の34名、すなわち、参加者の85％

が、習熟度60％以上と考えている。

－17－－17－
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出所：NIOSH人間工学課による評価レポート

また、インタビュー結果からも、カウンターパートは、技術を習得するとともに、自ら

の活動実施に対する自信を獲得し業務に励むようになったことがわかった。

人事異動面に関しては、人間工学課では、プロジェクト期間中に、２名のカウンターパー

ト（いずれも本邦研修参加）が退職している。

人間工学課に対しては、機材は15機が提供された。合同評価レポートのAnnex2-3 (3) に

あるように、いずれも十分維持管理されている。ただし、各機材の使用頻度は、産業界か

らの需要によって異なる。使用頻度の高かった機材・低かった機材を参考までに挙げる。

総じて、NIOSHが労働安全分野におけるマレーシアにおける代表的機関であるのに十分な

機材が供与されたと判断できる。

使用頻度の高いもの（毎日） 使用頻度の低いもの

①　Treadmill ①　Electromyography Portable Equipment 
System 

②　Digital Force Indicator 
③　Equipment to Examine Optical Function 

of Workers Who use VDT
④　Equipment to measure perspiration  

標準手順書（SOP）は、①Electromyography Potable Equipment System、②`Polar Heart

Rate Monitor、③Jamar Hand Dynamometer、④Human Vibration Meter の４つに関して、

整備着手された。しかし、SOPの存在の認知度が低い、または今後の充足の必要性が高い

ものもある。

習熟度

1

1
1
1

3

3
3
3
12

4

4
4
3

1

-
1
1
18

-

-
-
1

1

2
1
1
6

参加C/P
の数

5

5
5
5

5

5
5
5
40

コースの分野

Masculo-Skeletal Disorder
（Back Pain, Capital Tunnel Syndromes）
Health Disorder Caused by VDT
Health Disorder Caused by Heat Stress 
Occupational Vibration 
A comprehensive Measures to Prevent Lumbago
（+ Introduction of Total Health Promotion Plan）
Work Related Masculo-Skeletal Disorder 
Ergonomics Improvements in Working Conditions
Health Disorder Caused by Ergonomics Problem 
合計

高
（80％以上）

中
（60％～
80％）

低
（50％～
60％以下）



２－５－２　NIOSHの人材育成機能の強化

＜アウトプット４：労働安全衛生（OSH）訓練プログラムおよび調査開発活動が改善される。＞

NIOSHの訓練プログラム（モジュール）の種類は、大きく分けて、「労働安全衛生の専

門家のためのプログラム」「労働安全衛生にかかる国家試験対策プログラム」「企業への訪

問研修」に分かれる。プロジェクト実施中に、研修課を中心に研修プログラムの見直しが

適宜行われてきた。カウンターパートへのインタビューによれば、訓練プログラムのカリ

キュラムや教材に関して、本プロジェクトの研修に参加したことを契機に、内容の改善を

行ったと述べている。具体的には、既存の40の研修プログラムについて、適宜、見直しが

行われてきた。さらに、それらに加え新たなプログラムの開発も行われ、2002年から2005

年までの間に、18件の研修プログラムの開発が着手された。そのうち以下の7件のプログラ

ムに関しては開発が完了した（括弧内は完成年）が、残りのプログラムは終了時評価時点

において開発継続中であった。

・ Incident Management System (2003) 

・ Disability Assessment (2003) 

・ Hazard Identification, Risk Assessment and Risk Control (2004) 

・ Basic Occupational First Aid for Offshore (2003, 2004) 

・ Understanding Steam Boiler (2004) 

・ Contractor Safety Passport System (CSPS) (2002, 2003) 

・ NIOSH Petronas Safety Passport (NPSP) (2004) 

その結果として、研修コース（講義）の種類は、1998年から341コースから2005年には、

908コースへと７年間で２倍近くに拡充された。参加者数も年々増加し、2005年には２万

人以上になっている。

ちなみに、NIOSHの組織改革により、2005年から各課に対して独立採算性が要求され、

カリキュラムの開発は各課が行うことになった。

プロジェクトの実施した調査件数、調査報告書の数は、プロジェクト目標の指標８に述

べるように増加した。また、プロジェクト期間中に、スタッフによる国家レベルでの研究

プロジェクトへの参加や、NIOSH-Journal の発刊も開始された。したがって、調査研究活

動も改善されたといえる。

２－５－３　NIOSHの情報提供機能の強化

＜アウトプット５：労働安全衛生意識の向上のための情報収集機能と情報提供機能が充実化

される。＞

－19－－19－
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・セミナー等の開催

プロジェクトとして、2001年から現在まで、短期専門家等の来訪時を利用して、合計15

回のJICA-NIOSHセミナーを実施し、延べ1,930名の参加があった。（添付資料5-1参照）

2003年８月以降は、マレーシアのSOEM（Society of Occupational and Environmental

Medicine）4と共同で、医師や医療従事者を対象としたセミナーを実施した。合計６回開催

され、参加者は延べ472名に及んだ。（添付資料5-3参照）

プロジェクトとは直接関係のない外部のセミナーにも、プロジェクトは協力を行った。

例えば、DOSHや他のJICAプロジェクト、日系企業の会合等の際に講師として参加するな

どの協力も積極的に行った。合計14回の協力を行い、参加者数は1,942名に及んだ。（添付

資料5-2参照）

また、NIOSH独自の活動としては、労働安全衛生に関するセミナーやロードショー5を

実施しており、2003年には1,930名の参加があった。

・出版物

外部向けに労働安全衛生に関する情報提供を行うために、プロジェクトニューズレター

（NIOSH-JICA Project Newsletter）が発行された。実際には、おおむね３カ月に１回の頻

度で、合計17号発行された。（17号はプロジェクト終了までに発行予定。）その他、４冊のハ

ンドブックも作成され（プロジェクト目標の指標１参照）、いずれもNIOSHの実施するセ

ミナーや企業訪問に際し、適宜配布された。

・情報システムの整備状況と外部からのNIOSHの情報へのアクセス数

カラースキャナー、ジュークボックス、デジタルビデオシステム等のデジタル教材作成

のための機材がJICAにより供与されたことにより、労働安全衛生に関するデジタル教材の

整備が進み、情報提供システムが整備された。具体的数値による向上度合いは、プロジェ

クト目標の指標６にも述べるが、情報提供システムの整備の結果、インターネットを媒体

として情報提供機能が高まり、Web-Siteは毎日更新され、月間35,000件程度のアクセスが

ある。

・情報収集機能

一方、情報収集機能については、現在、NIOSHの研修課、品質管理課において、

NIOSHのサービスに関する品質の確保のために参加者・参加企業とのNIOSHのサービス

改善に関するコミュニケーションを開始したところである。労働安全衛生の関連情報の系

4 マレーシア医師会のメンバーであれば、だれでも参加できる。
5 労働安全衛生に関する啓発プログラム。
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統だった収集については、「労働安全衛生に関する統計資料は、SOCSO、DOSH等が行う6

ものである」との認識から特に行っていなかったが、将来的にNIOSHを含めた３者で情報

の整備・統合を行う必要性についての認識を有している。

＜アウトプット６：政策策定に必要な情報提供機能が強化される。＞

DOSHは労働安全衛生に関して法律・規則だけでなく、それらに関連するガイドライン

を発行している。ガイドライン作成にあたり、NIOSH職員は作業部会のメンバーとして専

門分野の必要性に応じて参加している。その発行数がプロジェクトの開始前に比べ、開始

後は増加した。1994年に初めてガイドラインが発行され、2000年前までの７年間の発行数

は、15冊であったが、2001年から2005年の５年間で22冊発行されており、プロジェクトの

インパクトが認められる。

また、NIOSHは、プロジェクトを通じ、合同調整委員会の開催時ほか、短期専門家の来

訪時にもDOSH局長を訪問し、合計39回のNIOSH-DOSH間の意見交換会を設け、DOSHに

対し最新の労働安全衛生の情報を伝えた。ちなみに、前述のとおり、DOSHの開催するセ

ミナーにおいて水俣病防止策に関する講義を実施したこともあり、マレーシアの労働安全

衛生政策策定のための提言が行われた。（添付資料5-2参照）

２－６　プロジェクト目標達成状況の見通し

２－６－１　NIOSHの技術支援機能の強化

＜プロジェクト目標の指標１：労働衛生管理のためハンドブック作成数および労働安全衛生

に関するガイドラインの発行数＞

プロジェクト活動を通じ、以下の４冊のハンドブックが'NIOSHにより作成された。

・「有機溶剤と産業保健」/‘Organic Solvent and Occupational Health (March, 2003)’

（1,800 部）

・「職場作業環境向上のためのチェックリスト」‘Practical Hints for the Workplace

Checklist (June 2005)’（5,000 部）

・「PPEの使用に関するクイックガイド」‘Personal Protective Equipment, Quick

Reference for Right Selection, Maintenance and Handling (English) (June 2005)’

（20,000 部）

・同上（Malaysian)（20,000 部）

6 マレーシアの労働安全衛生法（1994年）によれば、雇用主は、職場での労働安全衛生に関する事故は近隣の労働安全

衛生事務所に報告することが義務づけられている。一方、SOCSOは、労災補償を扱っているため、労災に関するデ
ータが蓄積されている。



これらについては、カウンターパートへのインタビューによれば、以下のように有効性

が認められ、高い評価を受けている。

また、労働安全衛生に関するガイドラインは、DOSHにより発行されるものであるが、

発行数は、プロジェクト実施期間中に、プロジェクトの開始前に比べて増大した。具体的

には、DOSHは、1994年にガイドラインを初めて発行して以来2000年までの７年の間に15

冊発行したが、プロジェクト実施中の2001年から2005年の５年間に22冊のガイドラインを

発行した。ちなみに、これらのガイドラインはNIOSHにおいても入手できるようになって

いる。

＜プロジェクト目標の指標２：NIOSHが実施する健康診断および作業環境測定の件数＞

・健康診断受診者

プロジェクト実施期間の中盤の2002年６月にNIOSHに職業保健センター（Occupation

Medicine Center）が開設された。健康診断受診のために、当センターを訪問した企業、

個人は以下のとおり。受診者の数は、時期により変動があるようで、例えば、2005年の場

合は、７月までは月100人程度が受診に来ていたが、終了時評価を行った９月末は来訪者

数が少ない時期であった。

健康診断受診者（企業・個人）の数
（社・人）

2002 2003 2004 2005 Total
企業 11 30 25 30 96

個人 412 758 628 1,261 3,059

出所：Project Report

・移動健診車による健康診断受診者

プロジェクトの供与した車を活用して、マレーシア初の試みである移動健診サービスが

2003年から開始された。受診者数は、2003年と2004年の合計で148人、2005年928人（2005

年８月現在）であった。2005年の受診者数は、NIOSHの職業保健センターにおける受診者

数に近づいている。
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「有機溶剤と産業保健」 包括的な教材で、技術者が日常業務遂行にあたり有益に活用
できており、役に立っている。

既存の参考書（ILO作成のもの）は分厚く参照が難しいが、こ
れは簡潔でわかりやすい。

絵入りでわかりやすく作成されており、企業からの評判は良
い。

「職場作業環境向上のた
めのチェックリスト」

「PPEの使用に関するク
イックガイド」



移動健康車による健康診断受診者の数

2003年2004年累計 2005年
148人 928人

出所：Project Report

・作業環境測定の実施件数

作業環境測定の実施は下表のとおり。複数の専門分野において実施されているが、中で

も有機溶剤および排気の分野での指導が多く、2001年から2005年までの間にそれぞれ29企

業、35企業に対して実施された。排気については、2000年に化学有害物質の使用および暴

露に関する基準に関する規則（Use and Standards of Exposure of Chemical Hazardous to

Health Regulation）が発効して以降、顕著に測定の需要が延びてきた。

＜プロジェクト目標の指標３：作業環境等の改善に関する技術指導の実績数＞

2004年にNIOSH全体で、246件(受注数)の技術指導(Consulting Service) を実施した。各

課別の件数は以下のとおり。

・産業保健課： 40

・産業衛生課： 124

・人間工学課： 9

・産業安全課： 53

・研修課： 9

・ NIOSH支所： 11

各課は、年々技術指導の件数を増加させている。例えば、人間工学課は、2002年２件、

2003年４件、2004年９件、2005年（８月時点）５件と増加している。
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作業環境測定実施回数

（単位：企業数）

有機溶剤 金属 粉塵 アスベスト その他 バイオロジカル・ 排気化学物質 モニタリング

2001 4 – – – 2 – 2
2002 7 2 – – – 2 4
2003 3 – 3 1 – – 4
2004 5 – 2 4 – 5 11
2005 10 – – 1 – – 14
合計 29 2 5 6 2 7 35

出所：Project Report



＜プロジェクト目標の指標４：NIOSHによる研修コースおよび呼吸用保護具の適正使用ガイ

ドラインの件数＞

冊子 ‘Personal Protective Equipment, Quick Reference for Right Selection, Maintenance

and Handling（英語、マレーシア語）（June 2005）を発行した。（各20,000部）

短期専門家により「呼吸用保護具の適正使用のためのセミナー」を開催し、50名程度の

参加があった。セミナー等の機会を利用し、同冊子を配布した。（2005年９月までに、

1,780部配布した。）

２－６－２　NIOSHの人材育成機能の強化

＜プロジェクト目標の指標５：教育訓練を受けた事業者数,労働者数および訓練内容の改善＞

NIOSHは、1992年12月の設立以来研修コースの数を増やしてきた。研修課のプログラム

の範囲としては、1）労働安全衛生プログラム、2）技術者資格取得プログラム、3）トレ

ーナーズプログラム、4）企業個別プログラム、5）会議・セミナー、6）技術者資格試験

の実施・評価などと広範にわたる。

実際に、研修コースの実施数は、1998年の341コースに対して2003年には598コースと、２

倍近く増加した。プロジェクト実施中の2004年には、2003年に比べ1.8倍もの数のコース

を実施している。これに伴い、参加者の数も増大している。2000年以降の年間の延べコー

ス数、および参加者数は以下のとおり。

トレーニングコースの種類は、2005年は74に及ぶ。訓練内容の改善については、プロジ

ェクト目標の指標７の記述を参照。

＜プロジェクト目標の指標８：プロジェクトにより実施された調査開発活動件数＞

以下の６件の調査研究が実施された。

人間工学課

・ Research on “Masculo-skeletal disorders among visual display terminal users”（2001）

・ Study on "Whole body vibration and hand-arm vibration at the job among railway work-
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NIOSHの研修コースの数および参加者数

2000 2001 2002 2003 2004 05（8月時点）

研修コースの 595 523 567 598 1,089 908延べ数

研修参加者数 13,089 17,499 20,954 16,439 27,994 20,211

出所：Project Report
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ers"（2003）

・ Study for Ergonomic Improvement at a Car-seat Manufacturing Factory（2004）

産業保健 /産業衛生課

・Making a handbook "Organic solvent and Occupational Health"（2003）

産業衛生課

・ Study on "Exposure, Environment and Biological Monitoring in a battery factory"（2003）

・ Report on Quarry Factories（2004）

２－６－３　NIOSHの情報提供の強化

＜プロジェクト目標の指標６：労働災害および職業病に関する情報の質的向上およびアクセ

ス数＞

情報課に対して、５機材の供与が行われた結果、NIOSHの情報提供機能がコンピューター

システム面で改善された。OSHに関するビデオ教材（木材切り出し作業におけるOSH、作

業場における環境、人間工学、救急医療等）が13件作成されたほか、2004年から、

NIOSH-Journal（年２回）が発行されるようになるなど、機材は有効に活用され、提供でき

る情報が充実した。また、情報がデジタル化され、NIOSH本部と支所間で、オンラインで

情報アクセスが可能になった。また、2003年と2004年には合計79冊の関連図書の供与が行

われ、NIOSHの図書館機能が充実された。提供する情報の質・量ともに向上がみられる。

また、NIOSHはインターネットを媒体とした情報提供機能の強化に力を入れている。ウェ

ブサイトも毎日更新されており、月間35,000件程度のアクセスがある。４年前からウェブ

サイト上にOSH Forum 7（労働安全衛生フォーラム）を開始した。この２、３年で同フォー

ラムへの参加者は増え、評価時点で1,523人が参加登録していた。

その他にも、NIOSHには、OSHを学ぶための展示室があり、最近では、１週間に３か

ら５グループが訪問している。また、企業向けに移動展示サービスも提供している。

＜プロジェクト目標の指標７：NIOSHに対する事業者・労働者の評価結果＞

研修参加者によれば、講師の資質について、130人中116人が、一定レベルに達している

と評価している。カウンターパートへのインタビューによれば、カウンターパートは、

「プロジェクトを通じて技術移転を受けたことで、自らの知識を向上させ、自信をつけた」

と話しており、それが質の高い講義の実施につながったと考えられる。

7 ウェブサイト上の情報交換用スペースで誰でも無料で参加できる。



２－７　上位目標達成状況の見通し

２－７－１　「マレーシアにおける労働災害および職業病発生率が減少する」の達成状況

労働災害の死傷者数（報告数）および１万人あたりの死傷者数は、以下のとおりであり、

1995年に比較して減少している。

職業病の発生についても統計上は減少している。しかし、職業病の発生状況を正確に把握

するためには、「職業病の発見」と「報告」が適切になされることが重要であるが、マレー

シアにおいて、労働安全衛生に関する認識がまだ十分とはいえない状況である。そのため、

これらのデータが職業病の発生を正確に反映しているとは言いがたい状況であることは、考

慮する必要がある。

したがって、上記データのほかに、関連情報を確認することが重要である。例えば、職業

病の発生率の減少につながるためには、職業病に関する産業界の認識を高めることが重要で

ある。そのために、NIOSHは医師や看護師に対して、労働安全衛生に関する研修を実施して

おり、その参加者数は、以下のように増大している。
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労働災害の報告数

（件）

1995 1996 1997 1998 1999

労働災害死傷者　報告数 114,134 106,508 86,589 85,338 92,074

10,000 人あたり死傷者報告数 295 260 207 197 200

2000 2001 2002 2003 2004

労働災害死傷者　報告数 95,006 85,926 81,810 73,858 69,117

10,000 人あたり死傷者報告数 194 211 201 167 n.a.

出所: Project Report, based on SOCSO report 

職業病の発生数

（件）

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

1,248 1,089 832 178 192 278 204 216 189 N.A.

出所: Project Report, based on SOCSO report



NIOSHは、産業衛生向上のための有資格技術者の養成コースを実施しており、その数は以

下のとおりである。確実に産業衛生向上の担い手を育成している。

同時にDOSHも、労働安全衛生行政の執行機関として、法執行能力を強化しようとしてい

る。DOSH認定の有資格者数も以下のとおり増加している。
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NIOSHの労働安全衛生関係者（医師・看護師等）向け研修への参加者数

（人）

2002 2003 2004 2005 Total

産業医に対する研修 87 72 85 248 492

産業衛生導入のための – – 454 – –ワークショップ

産業看護師に対する研修 68 54 29 51 202

難聴および聴力テスト 37 21 27 62 147実施のための研修

出所: Project Report

有資格技術者養成コースへの参加者数

（人）

2001 2002 2003 2004 2005 Total

Chemical Health Risk 250 106 92 166 72 686Assessor

Hygiene Technician for 24 124 73 46 24 291Chemical Exposure Monitoring

Hygiene Technician for Testing 0 128 96 61 24 309Of Ventilation System

Competent Person for Noise 35 49 26 29 19 158Exposure Monitoring

出所: Project Report



終了時評価において、NIOSHの実施する「企業の産業衛生担当者のためのセミナー」参加

企業を訪問し、NIOSHセミナーの有用性に関するインタビューを行った。その結果、セミナー

参加後に、労働安全衛生を担当する部署が設立されたり、工場への新規労働者への訓練に際

して、プロジェクトの作成教材やNIOSH研修内容が活用されていることが確認された。
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DOSH登録有資格者登録数(産業衛生)

（人）

2000 2001 2002 2003

Noise Monitoring 23 26 30 40

Lead Monitoring 2 6 16
Hygiene Technician IMineral Dust Monitoring 7 8 8 へ、統合された。

Asbestos Monitoring 3 3 4

LEV Inspection & Testing 3 3 3 Hygiene Technician II
へ統合された。

Occupational Health Doctor 12 117 235 346

Assessor 6 35 123 169

Hygiene Technician I 4 12 16 47

Hygiene Technician II 4 12 16 20

出所: DOSH Annual Report 2003



－29－－29－

第３章　評価結果

３－１　評価５項目による評価結果

３－１－1 妥当性

（1）国家開発計画との整合性

「第８次マレーシア計画（2001年-2005年）」の第17章「保健」において、「職場の安全衛

生の重要性」と、「労働安全衛生プログラムの導入は戦略の１つとして取り組む」ことが

掲げられおり、現在までその方針に変更はない。「第９次マレーシア計画」8は、終了時評

価時点では作成・協議中であった。

DOSHは、1994年の労働安全衛生法の制定とともに、名称が現在のDOSHに改められて

以降、労働安全衛生に関わる基準作り、法執行、労働安全衛生に関わる意識の向上等を実

施してきた。一方、NIOSHは、MOHRの下で安全衛生にかかる訓練、技術支援、情報収

集および提供、研究開発を実施するための国の機関としての役割を担っており、その方向

性に現在も変わりはない。

（2）産業界のニーズとの整合性

産業界のニーズは言うまでもなく多様である。したがって産業界のニーズのすべてに

NIOSHのサービスが対応しているとは言いがたい。しかし、NIOSHの技術指導の数や

（プロジェクト目標の指標３参照）健康診断受診者や作業環境測定（プロジェクト目標の

指標２参照）の数が増加していることからも、NIOSHのサービスは産業界のニーズに合致

していることが分かる。

また、DOSHのガイドラインは、日本だけでなく、イギリス、アメリカなどの事例を参

考に作成されているため、基準値の置き方や、重点の置き方がプロジェクトの技術移転内

容（日本の技術）と異なることもある。しかし、世界共通である科学技術面で日本の技術

は、マレーシアの産業界のニーズに整合している。マレーシアは日本の優れた経験をどう

適用するかについて学んでいる。したがって、プロジェクトの活動とDOSHのガイドライ

ンとは整合している。

（3）わが国の援助政策との整合性

外務省作成の対マレーシア国別援助計画（2002年２月）の中で、わが国の経済協力の目

指すべき方向性として、「すでにある程度の経済発展段階にあり、将来の援助国化も視野

に入れ、同国の自助努力のみで課題克服が困難な分野・課題に焦点を当てて支援を行って

8 「第９次マレーシア計画」に関し、NIOSHはサバ州に新規事務所の建設等を提案している。



いくことが重要。」「有償資金協力および技術協力を中心に実施。」の２点をあげている。

そして、重点分野/課題としては、以下の４点をあげている。

• 経済の競争力強化（製造業の高度化・効率化、IT分野への支援、既存資源を活かし

た経済セクターの育成・強化）

• 高度な知識、技能を備えた人材育成

• 環境保全

• 格差是正

また、本プロジェクトは、JICAが策定する対マレーシアの事業実施計画においては、

「人的資源開発」分野の中の「安全・衛生に関わる人材の育成」に該当する。

したがって、当プロジェクトは、外務省策定の国別援助計画の中であげられている、

「マレーシアの経済の競争力強化」を、労働安全衛生面から補完するものであり、またJICA

の事業計画の中にも明記されているように、わが国の政策に対して整合性を有している。

（4）本プロジェクトの妥当性（ターゲットグループの選定、プロジェクトのアプローチ、日

本の技術）

マレーシアにおいて、労働安全衛生に関する政府関係機関は、行政および法執行を行う

DOSHと、全国における労働安全衛生に関する技術サービスを提供し、研究開発を進め、

関連人材を育成するNIOSHがある。マレーシアの労働安全衛生分野支援の端緒として、

NIOSHの能力の強化（技術面、人材育成面、情報提供面）を行い、企業関係者を中心とす

る幅広い関係者の労働安全衛生に関する意識の向上を図るというアプローチを採用したこ

とは妥当であると評価されている。また、技術協力の対象としてNIOSH職員を選定したこ

とは、NIOSHが労働安全衛生に関する知識や技術を普及するための政府関連機関であるこ

とから、妥当である。

また、プロジェクト関係者へのインタビューによると、プロジェクトのアプローチは非

常に有効であったと評価される。日本人専門家の派遣と日本での研修受講という２つのア

プローチは技術の習得性を高めるうえで相乗効果をもたらし、効率的な技術の習得が行わ

れたと評価されている。また、日本は戦後の急速な経済成長において職業病の発生率を急

激に減少させてきた。日本の技術に関しては、「個人の管理」手法に加え、「作業環境管理」

手法を採用しており独自性を有している。現在マレーシアは、工業化の発展とともに類似

の問題に直面しており、日本の技術の活用は妥当である。

３－１－２　有効性

（1）プロジェクト目標の達成状況

評価グリッドのプロジェクトの達成状況の確認において、アウトプットの達成状況が、
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次のように確認された。したがって、プロジェクトの目標は達成されており、本プロジェ

クトは有効であったと判断される。

カウンターパートは、日本人専門家を通じて、技術を習熟し、その結果、自信をもって

日々の業務に従事できるようになった。それらの習得された技術は確実に、日々の業務す

なわち研修の実施、技術支援サービス、情報収集、普及サービス、研究開発、DOSH等へ

の政策提言等の活動に活かされている。具体的な「NIOSHの能力強化」の達成状況につい

ては、「技術面」「人材育成面」「情報収集・提供面」から、以下に確認する。

＜技術面＞

プロジェクトにより、NIOSHにとって初めて、４つのハンドブックが作成された。（プ

ロジェクト目標の指標1参照）

2002年６月に職業保健センターを開始し、現在までに参加者数は3,000人にのぼった。

さらに、2003年に移動健診サービスも開始しているが、これは、マレーシアにおいて初め

ての試みであった。移動健診サービスの利用者も、2005年（８月まで）に、928人と大幅

に増大しており、プロジェクトの有効性の高さが確認できる。同様に、技術支援数も増加

しており、これに対して企業からの満足度も高い。

＜人材育成面＞

カウンターパートが技術を習得した結果、NIOSHは研修の種類を多様化し、研修コース

の改善を行った。その結果、研修参加者数も増加させた。

各研修に対する参加企業からの評価は研修課が行っているが、130名中、116名が講師の

質について満足していると評価している。したがって、プロジェクトの有効性が高いとい

える。NIOSHのコースは、同一コースに関しては、同一教材を使用して行われるため、講

義内容に関して一定の質が保たれている。ただし、講義手法についてはさらなる向上の余

地があるものもあるようである。例えば、終了時評価において、産業保健衛生担当者養成

コースへの参加企業へのインタビューを実施したが、「参加者の経験を参加者全員でシェ

アしあえるような、参加型の研修を実施してはどうか」との要望もみられた。今後、講義

内容、講義手法についての向上を目指すのであれば、別途調査が必要である。

プロジェクトにより、NIOSHの研究開発機能も強化された。プロジェクトは、79冊の労

働安全に関する専門書を提供した（現在のNIOSH図書館の労働安全衛生分野に関する蔵書

数は、マレーシア国内最大）ほか、NIOSHの研究活動への協力を行った。その結果、スタ

ッフの国家レベルでの研究プロジェクトへの参加、NIOSH－Journalの発刊（2004年より

年２回程度）が行われるようになった。

＜情報収集・提供面＞

プロジェクトは、カラースキャナー、ジュークボックス、デジタルビデオシステム等の

－31－－31－



デジタル教材作成のための機材を提供したが、これら、機材供与の有効性は非常に高いと

判断される。NIOSHの情報課は、13件の労働安全衛生に関するビデオを作成した。そして

ジュークボックスにそれら教材を一括保存することにより、NIOSH各支所へ、コンピュー

ターシステムを通じてコンテンツを適宜提供することが可能になった。また、NIOSHは、

インターネットを通じた労働安全衛生の広報についても積極的に実施している。NIOSHの

ウェブサイトは日々更新されており、毎月、約35,000件のアクセスがある。さらに、

NIOSHは、インターネット上の “OSH Forum”（労働安全衛生フォーラム）も開始した。

これには、だれでも無料で参加できる。終了時評価時点で、参加者数は1,523名に及ぶ。

また、NIOSHには、労働安全衛生に関する展示室があり、最近では３～５グループが毎日

訪問しているほか、移動展示サービスも行っている。

また、JICAの機材供与により、NIOSHの情報課の機器が整備され、情報提供機能が高

まった。NIOSHは研修参加者からのフィードバックに基づき、NIOSHのサービスに関し

て品質管理を始めている。

（2）プロジェクト目標達成の促進、阻害要因

カウンターパートの退職がプロジェクト目標の達成を妨げる大きな要因であることは、

中間評価でも指摘されていた。現在までに、人間工学課で２名、産業衛生課で３名、産業

保健課で２名、情報課で１名の、合計８名が退職している。これへの対応として、NIOSH

は、中間評価以降、研修ボンド制度（Training Bond）を導入して、カウンターパートの

退職をなくす努力をしている。また、カウンターパート間の技術移転を促進するために、

本邦研修に参加した人が他の職員への技術移転を図る講習会（Technical Talks）を導入し

ている。（添付資料5-5参照）

３－１－３　効率性

カウンターパートへのインタビュー結果によると、日本側投入はおおむね適切であったと

評価されている。添付資料7-2" に、日本側およびマレーシア側の各投入に関する質問表調

査およびインタビューによる評価の集計結果をまとめた。

短期専門家に関しては、技術移転のテーマの選択やその順序は非常に適切であったと評価

されている。また、短期専門家は、講座ごとに明確な目的を有し、それらはカウンターパー

トのニーズに合致するものであり、派遣は効率的であったと評価できる。短期専門家の滞在

期間に関しては、日本での業務もあり制約を受けたが、マレーシア側からはより長期間滞在

してほしかったとの要望があった。

本邦研修については、非常に有益であったと評価されている。技術に関する知識だけでな

く、マレーシアへの技術の適用可能性についての理解を深めた。また、日本の産業界の労働
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安全衛生意識についての理解を促進した。さらに、研修参加により、日本人専門家とカウン

ターパートとの間の連携の度合いがさらに高まったことが指摘されている。

また、日本側の供与機材についても高い評価を得ており、効率的に活用されている。ただ

し、各機材の使用頻度は産業界からの需要によって異なる。しかし、NIOSHは、労働安全衛

生分野における技術ノウハウの中核機関であり、当分野における将来の需要にも対応してい

くことが期待されていることから、比較的使用頻度の少ない機材も導入されている。

マレーシア側の投入も遅延なく提供された。カウンターパートの選定も、可能な限り最も

適切なスタッフを割り振るという形で行われた。しかし、カウンターパート60人中（内30名

が本邦研修にも参加）、８人が退職しており、プロジェクトを通じて習得した技術が一部流

出しており、プロジェクトの効率性を損ねていることは否めない。

他ドナーによる労働安全衛生分野における支援に関しては、プロジェクトの開始時、

UNDPが2000年から2003年の期間で、DOSHを対象に、「労働安全衛生のための組織能力強

化」を実施した。また、同期間に、デンマーク環境開発公社（DANCED）は、「電子機器産

業および建設業におけるマレーシア労働者の安全衛生プログラム」をマレーシア労働組合評

議会に対して実施した。これらのプロジェクト実施中は、本プロジェクトも連携を実施した

が、それ以降、他ドナーによる労働安全衛生分野のプロジェクトは実績がない。

上記のとおり、本プロジェクトの実施において、効率性に特段の問題は認められない。

３－１－４　インパクト

＜上位目標へのインパクト＞

プロジェクト期間中に、労働災害、職業病は減少傾向がみられた。この上位目標の達成

への貢献度は、プロジェクトのみだけでなく、労働安全衛生法の執行管理状況や、マレー

シアの経済状況、産業構成、外国人労働者の存在、産業界の意識などの他の要因からも影

響を受けるので、因果関係の立証は容易ではない。しかし、カウンターパートへのインタ

ビューによれば、「日常業務である、研修や産業界への技術支援を通じて、プロジェクト

は上位目標の達成に関してプラスの効果を与えていると実感している」とのことであっ

た。

＜その他のインパクト＞

プロジェクトの実施期間中に、DOSHの発行するガイドラインの数が増大しているが、

これは、プロジェクトがプラスの影響を与えていると推測される。また、マレーシア医師

学会所属者の中から、産業衛生に関する学会である産業保健衛生部会（SOEM）への参加

者が増大しており、これもプロジェクトによるプラスのインパクトであるといえる。
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３－１－５　自立発展性

＜政策面＞

DOSHは、労働安全衛生に関する新規法律やガイドラインを引き続き発行しており、こ

のことは、政府が職場における労働安全衛生に関して積極的に取り組んでいることの現わ

れといえるであろう。また、DOSHへのインタビューによれば、「DOSHは今後、関連する

法律・規則の執行、監督体制を更に強化する」とのことであり、NIOSHの労働安全衛生の

中心的機関としての必要性は政策的に見ても維持されることが予想される。

＜組織面＞

NIOSHは、４つの支所においてサービスの提供を拡大し、スタッフの数も増大させてき

た。さらに、Sabahにも５つ目のNIOSH支所を開設する予定であり、その組織は拡大傾向

にある。

＜財務面＞

プロジェクト期間中、NIOSHは、プロジェクトの運営経費を毎年順調に負担してきた。

その額は、毎年１万リンギット程度9増額してきており、プロジェクト運営に対して

NIOSHのオーナーシップがうかがえる。

また、NIOSHの財務状況は、2001年以降黒字に推移している。例えば、2005年度の収入

に関しては、技術サービスの利用や、研修参加者の増加に伴い、増大している。2005年８

月時点でも、2004年度比30％、2003年度比49％増加している。今後の見通しについては正

確に見通すことは困難であるが、NIOSHは積極的に、研修参加者、サービス利用者の増加

のための努力を行っている。例えば、中小企業でも研修に参加できるような工夫

（SOCSOの補助金支援対象のコースを設置することにより、参加企業の研修負担費用を軽

減する等）を行っている。

NIOSHの経営陣も、「プロジェクトの効果を無駄にせず、さらに、NIOSHを核としてア

ジアの各国に対し技術の普及を図りたい」との意欲を見せており10、プロジェクトの効果

を普及することについて合意している。

＜技術面＞

カウンターパートへのインタビューによれば、「プロジェクトを通じて、技術・知識を身

につけ、日々の業務により自信をもって、取り組むようになった」としている。また、

NIOSHスタッフの数人は独自に大学等との連携を積極的に進めている。これらのことから、

NIOSHの研究機関としての技術水準や知名度は今後も維持されていくことが予測される。

9 RM 1= 約JPY 31円（2005年９月28日現在）
10 NIOSHは、アセアン労働安全衛生ネットワーク（ASEAN OSH Net）の事務局を、2004年から2007年の間担当している。
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＜その他自立発展性に影響を与える要因＞

特段見当たらない。

３－２　効果発現に貢献した要因

＜計画内容に関すること＞

プロジェクトにおいて、セミナー、ワークショップ等を実施したが、プロジェクトとは直

接関係のない外部のセミナーに対しても協力を行った。例えば、SOEMと共同で医師・医療

従事者を対象としたセミナーを実施し（セミナー開催費用もプロジェクトが負担）したり、

DOSHや日系企業の会合に際し、講師として参加するなどの協力を行った。このように、プ

ロジェクト活動を当初計画の枠内に厳密な意味で限定せず多様な活動を行ったことは、プロジ

ェクトの上位目標の発現にプラスの影響を与えたと思われる。

プロジェクトにおいて、NIOSHへの技術移転のみならず、OSHに関する産業界での意識

向上のために、JICA－NIOSHニューズレターを発行したことは、NIOSHが提供するサービ

スへの産業界のニーズを向上させることにもつながり、効果的なアプローチであった。

＜実施プロセスに関すること＞

中間評価において提案された事項（NIOSHスタッフの人事考課においてJICA活動への積

極的な参加をプラスの要素として考慮する）が取り入れられ、また、スタッフの退職を防止

するための研修ボンド制度（‘Training Bond’）の導入、スタッフ間の技術移転を促進するた

めの、‘Technical Talks’の導入などが具体的に実行された。

さらに、本邦研修等にNIOSHのカウンターパート以外（DOSH職員等）も参加できるよう

に、柔軟な対応が行われた。

３－３　問題点および問題を惹起した要因

＜計画内容に関すること＞

プロジェクトの「妥当性」評価において確認したように、プロジェクトのターゲットグルー

プ設定（NIOSHスタッフ）は妥当であった。しかし、NIOSHスタッフのレベルについては、

大学を卒業したばかりで、経験の少ないスタッフも多く、日本人専門家からの高度な技術を

受けるためには、時間を要する面もあったことは否めない。しかしながら、NIOSHスタッフ

は一様に自らの能力が向上したことを実感しており、より質の高いサービスを提供できるこ

とになったことに満足しており、プロジェクトの効果が認められる。

＜実施プロセスに関すること＞

NIOSHが独立採算を求められる組織であることから、NIOSHスタッフは研修の実施、技



術支援サービスの提供等を通じて収益を確保することが要求されており、日本人専門家から

の技術移転に100％注力することは困難な状況があった。

３－４　結論

プロジェクトは、マレーシアの開発政策や産業界のニーズ、および日本の対マレーシア開発

支援策にも合致しており、プロジェクトの妥当性が確認された。また、当初計画された活動は

すべて実施され、それぞれの活動に対して、期待されるアウトプットが達成されたことが確認

された。プロジェクト目標である、NIOSHの機能（技術支援、人材育成、情報収集・提供）の

向上は達成されており、プロジェクトは有効であった。

また、プロジェクトが効率的に実施されていることも確認された。合計９名の長期専門家、

37名の短期専門家および、約１億6,000万円の供与機材も効率的に活用されていることが確認

された。さらに、インパクトに関して、プロジェクトの上位目標である、「マレーシアにおけ

る労働災害、職業病の減少」への貢献度は、プロジェクトのみだけでなく、労働安全衛生法の

執行管理状況や、マレーシアの経済状況、産業構成、外国人労働者の存在、産業界の意識等の

他の要因の影響も受けるので、因果関係の立証は容易ではないが、プロジェクトの活動が上位

目標の達成に向けて確実にプラスの影響を及ぼしていると判断された。プロジェクトの自立発

展性についても、政策面、組織面、財務面、技術面ともに認められた。
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第４章　教訓と提言

上述したように、プロジェクト目標である「NIOSHの機能向上」は達成され、上位目標へ

のプラスのインパクトが認められ、自立発展性についても、政策、組織、財務、技術、いず

れの側面においても不安はない。ただし、NIOSHの機能強化が達成されたとはいえ、マレー

シア国の労働安全衛生政策の要の機関としてその能力を存分に発揮するためには、以下に述

べるようにいくつかの課題が残っている。

この終了時評価調査はプロジェクト終了の１カ月前の実施であるため、提言は、プロジェ

クトに対する提言というより、NIOSHがプロジェクト終了後に目指すべき方向性について提

示した。

４－１　提言（評価対象案件へのフィードバック）

＜調査研究遂行能力の向上＞

労働安全衛生分野においては継続的に新たな課題が生じ、スタッフはそれらの課題に科学

的な観点から対応しなくてはならないため、関連機材および自己の知識・技術面のアップデ

ートを継続的に行なう必要がある。また、作業現場で生じる諸々のニーズに的確に応えるた

めには、問題の合理的分析、過去の類似ケースとの比較、現状の疫学的解析、科学的根拠に

基づいた労働安全衛生管理、分析手法の標準化、国際標準の自国への適切な適用などが必要

である。そのため、労働安全衛生の向上には調査研究が重要な役割を果たす。

NIOSHは労働安全衛生分野における主要な機関としての機能を着実に強化してきたが、調

査研究においても学際的な活動を行っており、マレーシアにおいて総合的な調査研究を行う

ことができる数少ない機関である。したがって、同国における労働安全衛生分野の向上のた

めには、NIOSHの調査研究能力のさらなる向上が重要である。その際、調査研究の結果を適

時にNIOSHの提供する研修カリキュラムに活用することにより、研修参加者／企業数の増加

や研修プログラムへの高い評価につながることが期待され、ひいてはNIOSHの財政基盤強化

に寄与することが期待される。

収益を独自に確保する必要がある独立採算を求められる組織としては、必ずしも収益に直

結しない調査開発に対する予算確保が難しい、とのNIOSHからの発言もあったが、長期的な

観点からの調査研究へのさらなる取り組みが望まれる。

＜情報収集能力向上＞

NIOSHの情報提供機能は着実に強化された。プロジェクトで供与されたデジタル情報配信

システムを最大限に活用し、デジタル情報・映像、労働安全衛生関連資料やウェブシステム

を作成した。しかしながら、情報提供機能をさらに向上するためには、作業現場における労

－37－－37－



働安全衛生情報や各種災害データ等の情報収集能力の向上が必須である。

NIOSHが、DOSH、SOCSO、労働局などの関連部局・機関と協力し、効率的・包括的な

情報収集システムを立ち上げることが望まれる。同時に、NIOSH研修コース参加者との情報

交換の機会を最大限に活用し作業現場の情報・データを収集するなど、積極的に現場の状況

を把握することも望まれる。これらにより、政策策定に必要な情報の提供機能がさらに強化

されることが期待される。

＜機材等に関する標準作業手順書の完備＞

NIOSHは現在整備中の各種標準作業手順書（SOP）のうち、特に機材に関するものを速や

かに完備することが望まれる。その際、特に使用方法を習得している人材が少ない機材に対

するものを優先的に整備するべきである。標準作業手順書を準備することにより、職員の離

職に伴う技術ノウハウ流出のリスクに備えることができる。さらに、生体試料の分析準備に

かかる技術は複雑であるため、当該技術は広くNIOSH職員間で共有されることが望まれる。

＜NIOSH研修コース参加者へのフォローアップ＞

NIOSHはウェブサイト上に OSH Forum（労働安全衛生フォーラム）を運営し、企業間の

ネットワークを促進している。NIOSHはOSH Forumを活用し、日々実際の作業現場で生じ

る諸問題を把握している研修コース参加者と積極的に意見交換を行い、研修コース参加者へ

のフォローアップを行うと同時に、彼らの現場の情報収集を行うことが望まれる。

マレーシアの労働安全衛生の向上のためには、上記のNIOSHに対する提言の実行以外に

も、労働災害報告体制や監督体制の強化、中小企業対策など、残された課題が多いが、プロ

ジェクトを通じたNIOSHの機能強化によって、行政執行体制強化のための糸口を作ることが

できており、また、行政執行体制が強化されればNIOSHの機能をさらに高めることができ

る。本プロジェクト成果のさらなる発展のため、行政執行体制の強化への取り組みが強く望

まれるところである。

４－２　教訓（新規案件、現在実施中の類似案件へのフィードバック）

＜日本人専門家の有効活用＞

日本人専門家はセミナー、ワークショップ、会議等の開催および日常的な技術移転を通じて

NIOSHの活動に大きく貢献した。本プロジェクトでは、日本人専門家は直接的なカウンター

パートであるNIOSH以外にも、プロジェクトとは直接関係のない産業保健衛生部会（SOEM）

といったNGOの開催するセミナーに対しても講師派遣や資金面で協力を行った。このこと

により、セミナー参加者における労働安全衛生に対する意識の向上が図られ、結果として

NIOSHの知名度やニーズが上がるなど、プロジェクトの活動に対しプラスの効果が生じた。
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＜多数の出版物の発行＞

プロジェクトはJICA-NIOSHニューズレターやハンドブックなど、多数の出版物を発行し

た。これらの出版物は広く企業に配布され、企業間における労働安全衛生に対する意識を高

めた。結果として、企業からのNIOSH活動への参加が増加するなど、プラスの効果が生じ

た。

＜中間評価時の提言の実行＞

中間評価時の提言に対応してNIOSHは各種の取り組みを行った。例えば、日本人専門家か

らの技術指導への注力を担保するため、プロジェクト業務への従事を職員の人事考課の対象

に含めた。このことにより、カウンターパートはプロジェクト業務でのパフォーマンスを高

めるインセンティブを得ることができ、より積極的にプロジェクト業務に従事するようにな

った。また、本邦研修の成果の二次技術移転については、帰国後に他職員に技術移転を図る

講習会（Technical Talks）の開催を強化した。さらに、カウンターパートの離職対策につい

ては、本邦研修参加後に一定期間離職しないことを約束させる研修ボンド制度（Training

Bond）を導入した。これらの取り組みはプロジェクト目標の達成に大いに貢献した。

＜プロジェクトの柔軟性＞

プロジェクトの主要な焦点は産業衛生、産業保健および人間工学であったが、その裨益対

象は他課（産業安全課など）やDOSHの職員にも及んだ。直接の担当機関・課以外の関係者

もプロジェクト活動に取り込む柔軟なプロジェクト運営は、NIOSHおよびDOSHをはじめと

するマレーシアにおける労働安全衛生関係者全体の意識向上・能力強化に貢献し、上位目標

の達成にプラスの相乗効果を生んだ。

＜労働安全衛生における宗教的特殊性＞

労働安全衛生の適切な取り組みには現場の企業や労働者の労働慣習を含む各種データの把

握が必須であるが、労働慣習には文化や宗教的な慣習が影響することがある。マレーシアの

労働人口の多くはイスラム教徒であり、宗教的な背景から特徴的な生活・労働慣習を有して

いる。例えば、トドゥン（イスラム教の女性が頭に巻くスカーフ）が機械に巻き込まれると

いう事故の発生や、特定時間の礼拝やラマダン期間中の労働習慣など、イスラム教国にある

程度共通の慣習と思われるものがある。今後JICAが他のイスラム教国において類似プロジェ

クトを実施する際には、この観点からも本プロジェクトの経験を参考にすることが望まし

い。
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別　添　資　料

１．プロジェクト終了時評価調査日程

２．PDM２（評価用PDM）（和文）

３．ミニッツ

４．合同評価レポート（英文）

５．その他参考資料

６．質問票集計

７．団員所感

８．プロジェクト供与機材等関連写真



－43－



－44－



－45－



－46－



－47－



－48－



－49－



－50－



－51－



－52－



－53－



－54－



－55－



－56－



－57－



－58－



－59－



－60－



－61－



－62－



－63－



－64－



－65－



－66－



－67－



－68－



－69－



－70－



－71－



－72－



－73－



－74－



－75－



－76－



－77－



－78－



－79－



－80－



－81－



－82－



－83－



－84－


	表紙
	序文
	略語一覧
	評価調査結果要約表
	写真
	目次
	第１章　終了時評価調査団の派遣の経緯
	１−１　調査団派遣の背景と目的
	１−２　調査団の構成
	１−３　調査日程
	１−４　主要面談者
	１−５　終了時評価の方法

	第２章　プロジェクトの実施体制と実績
	２−１　プロジェクトの実施体制
	２−２　プロジェクト実施プロセス
	２−３　投入実績
	２−４　活動実績
	２−５　成果達成状況
	２−６　プロジェクト目標達成状況の見通し
	２−７　上位目標達成状況の見通し

	第３章　評価結果
	３−１　評価５項目による評価結果
	３−２　効果発現に貢献した要因
	３−３　問題点および問題を惹起した要因
	３−４　結論

	第４章　教訓と提言
	４−１　提言（評価対象案件へのフィードバック）
	４−２　教訓（新規案件、現在実施中の類似案件へのフィードバック）

	別添資料
	１．プロジェクト終了時評価調査日程
	２．PDM２（評価用PDM）（和文）
	３．ミニッツ
	４．合同評価レポート（英文）
	Joint Evaluation Report
	1. Introduction
	2. Background and Summary of the Project
	3. Results of Evaluation
	4. Conclusion
	5. Recommendations
	6. Lessons Learnt
	7. Other issues
	Annex 1.
	1-1 Project Design Matrix: PDM2
	1-2 Plan of Operation
	1-3 Work Accomplishment
	1-4 Organization Chart

	Annex 2. Project Inputs
	2-1 List of Japanese Expert
	2-2 C/P Training in Japan
	2-3 Provision of Equipment by JICA
	2-4 Amount of support for operational expenses of the Project
	2-5 C/P Distribution







